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▷ 本計画は 

「釧路市地球温暖化対策地域推進計画」※1 2024 年（令和６年）3 月改定 

「釧路市気候変動適応計画」※2 2024 年（令和６年）3 月策定 

を包含します。 

※1「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 21 条に基づく、地方公共団体実行計画（区域施策編）にあたる計画。 

※2「気候変動適応法」第 12 条に基づく。 



環境基本計画の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第５章 計画の推進に向けて 

計画の実効性を高めるための推進体制と進行管理

についてまとめます。また、進行管理の中で各主体に

求められる役割を示します。 

第４章 目標の実現に向けた施策の展開 

基本目標ごとに、基本施策を定めるとともに、基本

施策ごとの現状と課題、数値目標、施策の方向性、具

体的な取り組み内容を示します。 

また、市⺠や事業者の取り組みについても示しま

す。 

①施策展開の基本的な考え方 

②施策の体系 

③各分野の施策 

 ・脱炭素社会の形成 

 ・循環型社会の形成 

 ・自然との共生社会の実現 

 ・住み良い生活環境の確保 

 ・  

第３章 望ましい環境像と基本目標 

目指すべき望ましい環境像を定め、それを実現す

るための基本目標を示します。 

①望ましい環境像 

②基本目標 

第２章 釧路市の概況 

釧路市の地勢や人口の推移、気象など釧路市の現状

についてまとめます。 

①概況 

 ・地勢、人口、気象など 

 

第１章 計画の基本的事項 

環境行政の動向など計画策定の背景、計画の目的、

計画の位置付け、環境の範囲、計画の対象、計画の期

間についてまとめます。 

①計画策定の背景 

②計画の目的 

③計画の位置付け 

④環境の範囲 

⑤計画の対象 

⑥計画の期間 

①計画の推進体制と進行管理  

②各主体に求められる役割 
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第 1 節 計画策定の背景 
 

１ 計画策定の趣旨 

 

釧路市では、2010 年度（平成 22 年度）に「釧路市環境基本計画」を策定し、21 世紀半ばを展望

した本市の望ましい環境像を「自然と共生し、うるおいあふれる環境調和都市」と定め、この環境像の

実現に向けて、環境の保全および創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進してきました。この計画

は 2020 年度（令和２年度）をもって計画期間が終了となりますが、この間私たちを取り巻く環境問題

にも様々な変化がみられました。 

また、これまでの取り組みの検証を兼ねた市民アンケートにおいては、節電・節水やごみの分別など

の取り組みが市民の日常生活に定着していることがみられた一方で、地球温暖化の進行を実感する声が

多かったことや、ごみに関する問題について前回調査時より満足度の低下がみられました。 

このことから、環境問題に関する社会情勢の変化に対応し、本市における環境問題の解決に向けた施

策などのさらなる推進を図るため、「第２次釧路市環境基本計画」を策定するものです。 

 

 

  

令和元年度 市民アンケート調査 重要度・満足度のスコアマップ 

第２次釧路市環境基本計画策定に係る市民アンケート調査（令和元年度）より 
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２ 国内外における環境行政の動向 

●地球温暖化 

2011 年（平成 23 年）、東日本大震災の発生に伴う福島第一原子力発電所の事故を受け、全国の原

子力発電所が安全性を評価するため運転を停止したことや、それに伴って火力発電所が増加したことに

より、エネルギーに対する考え方や施策が大きく変化しました。 

その後、2015 年（平成 27 年）には、フランス・パリで開催されたＣＯＰ21 で「パリ協定」が採

択され、2016 年（平成 28 年）に発効されました。このパリ協定の採択を受け、国では「地球温暖化

対策計画」を策定し、さらに地球温暖化によりすでに現れている影響や中長期的に避けられない影響に

対して適応を進めるため、「気候変動の影響への適応計画」も策定しています。 

●生物多様性 

2010 年（平成 22 年）、生物多様性が引き続き減少している状況を踏まえ、ＣＯＰ10 で「愛知目

標」が採択され、これを受け、2012 年（平成 24 年）に国は「生物多様性国家戦略 2012－2020」

を閣議決定し、生物多様性の保全と持続可能な利用に向けた取り組みを進めています。 

●公害 

世界的な人口増や経済活動の活性化に伴い、大陸からの微小粒子状物質（PM2.5）の越境汚染が問題

視されています。 

●廃棄物（海洋汚染） 

世界における廃棄物の発生量は増大しており、またマイクロプラスチックによる海洋汚染も問題視さ

れています。 

●持続可能な開発目標 

2015 年（平成 27 年）、国連サミットにて「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択さ

れ、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals）が掲げられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国際連合広報センター「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」 

 

国際的な環境行政の主な動向 

年 月 内  容 

2010 年 (平成 22 年) ７月 「生物多様性戦略計画 2011-2020 及び愛知目標」採択 

2015 年 (平成 27 年) ９月 「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」採択 

  12 月 温室効果ガス排出量削減のための新たな枠組み「パリ協定」採択 
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国における環境行政の主な動向 

年 月 内  容 

2011 年 (平成 23 年) ３月 東日本大震災発生 

  ６月 「環境教育等促進法」公布 

2012 年 (平成 24 年) 10 月 「生物多様性国家戦略 2012－2020」策定 

2013 年 (平成 25 年) ５月 「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」公布 

2014 年 (平成 26 年) ５月 「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」改正 

2016 年 (平成 28 年) ５月 「地球温暖化対策計画」閣議決定 

  12 月 「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」決定 

2017 年 (平成 29 年) ５月 「エコアクション 21 ガイドライン 2017 年版」改訂 

2018 年 (平成 30 年) ４月 「第五次環境基本計画」閣議決定 

  ６月 「気候変動適応法」公布 

  ６月 「第四次循環型社会形成推進基本計画」閣議決定 

  ７月 「第５次エネルギー基本計画」閣議決定 

  11 月 「気候変動適応計画」閣議決定 

2019 年 (令和元年) ５月 「プラスチック資源循環戦略」策定 

  ５月 「海洋プラスチックごみ対策アクションプラン」策定 

  ５月 「食品ロスの削減の推進に関する法律」公布 

  1２月 「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」一部改定 

 

北海道における環境行政の主な動向 

年 月 内  容 

2010 年 (平成 22 年) ７月 「北海道生物多様性保全計画」策定 

2012 年 (平成 24 年) ３月 「第 11 次北海道鳥獣保護事業計画」策定 

2013 年 (平成 25 年) ３月 「北海道の生物多様性の保全等に関する条例」制定 

2014 年 (平成 26 年) ３月 「北海道環境教育等行動計画」策定 

2015 年 (平成 27 年) ９月 「北海道生物多様性保全計画」の一部変更 

  ３月 「北海道循環型社会形成推進基本計画（改訂版）」策定 

  ３月 「北海道廃棄物処理計画（第４次）」策定 

2016 年 (平成 28 年) ３月 「北海道環境基本計画（第２次計画）」改定 

2017 年 (平成 29 年) ３月 「第 12 次北海道鳥獣保護管理事業計画」策定 

  ３月 「北海道ヒグマ管理計画」策定 

  ３月 「北海道エゾシカ管理計画（第５期）」策定 

2018 年 (平成 30 年) ３月 「北海道災害廃棄物処理計画」策定 

2020 年 (令和２年) ３月 「北海道循環型社会形成推進基本計画（第２次）」策定 

  ３月 「北海道廃棄物処理計画（第５次）」策定 

  ３月 「北海道気候変動適応計画」策定 
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３ 釧路市における環境行政の動向 

●釧路市地球温暖化対策地域推進計画の策定 

市・市民・事業者が協働して温暖化対策を推進することにより、国の温室効果ガス削減目標の達成に

寄与し、環境負荷の小さい地域づくりを目的として 2011 年（平成 23 年）３月に「釧路市地球温暖化

対策地域推進計画」を策定しました。本計画は 2020 年度（令和２年度）までに 1990 年度（平成２

年度）比で二酸化炭素排出量を 11.4%削減することを目標とし、取り組みを推進してきました。 

 

●一般廃棄物処理基本計画の策定と中間見直し 

本市では 2009 年（平成 21 年）４月に「釧路市ごみ処理基本計画」を、同年 8 月に「釧路市生活

排水処理基本計画」を策定し、それぞれ推進してきました。その後、2014 年（平成 26 年）4 月には

これらを「釧路市一般廃棄物処理基本計画」として統合し、中間見直しを行いました。この際、「釧路市

環境基本計画」に合わせて計画期間を 2020 年度（令和２年度）までとしています。 

 

●釧路市地球温暖化防止実行計画の策定 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」では、地方公共団体は、当該団体の事務および事業に関し、

温室効果ガスの抑制のための措置に関する計画を策定することが義務付けられており、本市においても

「釧路市地球温暖化防止実行計画」を策定して取り組みを進めています。 

2018 年度（平成 30 年度）から第４期となった本計画は、国の「地球温暖化対策計画」に合わせて、

二酸化炭素排出量を 2022 年度（令和４年度）までに 2013 年度（平成 25 年度）比で 21.2％削減

することを目指しています。 

 

●ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥへの賛同 

政府は温室効果ガス排出量の削減目標達成に向けて、政府・事業者・国民が一致団結して「ＣＯＯＬ 

ＣＨＯＩＣＥ」を旗印に国民運動を展開すると発表しました。本市においても、2017 年（平成 29 年）

４月１日付で「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」に賛同する市長宣言を行っており、市民・事業所・団体と連

携しながら地球温暖化対策の取り組みを推進しています。 

 

釧路市における環境行政の主な動向 

年 月 内  容 

2001 年 (平成 13 年) ３月 「釧路市環境基本計画」策定（旧釧路市） 

2005 年 (平成 17 年) 10 月 釧路市・阿寒町・音別町が合併（新釧路市） 

2008 年 (平成 20 年) ３月 「阿寒、音別地域における環境に関する特性と課題について ～環境配

慮行動のあり方～（指針）」策定 

2009 年 (平成 21 年) ４月 「釧路市ごみ処理基本計画」策定 

  ８月 「釧路市生活排水処理基本計画」策定 

2011 年 (平成 23 年) ３月 新市として新たな「釧路市環境基本計画」策定 

  ３月 「釧路市地球温暖化対策地域推進計画」策定 

2014 年 (平成 26 年) ４月 「釧路市一般廃棄物処理基本計画」の中間見直しを実施 

2017 年 (平成 29 年) ４月 「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」に賛同する市長宣言を実施 
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４ 第２次釧路市環境基本計画の改定 

 

 本計画の策定後、地球温暖化対策をめぐる国の政策見直しや全国各地で気候変動による影響で記録的

な熱波や豪雨が続くなど、社会情勢の変化がありました。この情勢変化に対応するため、本計画の基本

目標「低炭素社会の形成」について見直しを行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標は、2030 年度（令和 12 年度）までの計画期間において、2050 年の二酸化炭素実質排出

量ゼロのカーボンニュートラル実現に向けて市民・事業者と認識を共有し、脱炭素社会に向けたライフ

スタイルや事業活動などの行動喚起を促進する必要があることから、「低炭素社会の形成」を「脱炭素社

会の形成」へと見直しました。 

基本施策は、地球温暖化防止対策による二酸化炭素の排出抑制による「緩和策」に対して、高温によ

る熱波や豪雨による災害など、既に温暖化の影響が現れている気候変動に対処し被害を回避・軽減する

「適応策」を進めていくため、「気候変動適応策」を追加しました。 

この施策は、国の「気候変動適応法」第 12 条に基づき策定した「釧路市気候変動適応計画」にあた

り、「第２次釧路市環境基本計画」に包含する個別計画となります。 

 目標と管理指標は、国と北海道が温暖化対策計画を改定した状況を踏まえ、二酸化炭素排出量削減率

を北海道の削減目標に合わせて 26％から 48％へと見直しました。 

 市の事務事業における温室効果ガス削減率は、2023 年（令和５年）３月に策定された釧路市温暖化

防止実行計画（第５期）の目標に合わせて 40％から 50％以上に見直しました。 

 

 

 

見直し後 見直し前 

脱炭素社会の形成 

基 本 目 標 

 

１地球温暖化防止対策 
【釧路市地球温暖化対策地域推進計画】 

２気候変動適応策 
【釧路市気候変動適応計画】 

基 本 施 策 

 

目標と管理指標 

二 酸 化 炭 素 
排出量削減率 
(2013 年度比) 

48% 

 

市の事務事業における 
温室効果ガス削減率 

(2013 年度比) 

50% 
以上 

 

目標と管理指標 

二 酸 化 炭 素 
排出量削減率 
(2013 年度比) 

26% 

 

市の事務事業における 
温室効果ガス削減率 

(2013 年度比) 
40% 

低炭素社会の形成 

基 本 目 標 

 

１地球温暖化防止対策 
【釧路市地球温暖化対策地域推進計画】 

基 本 施 策 
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５ 第２次釧路市環境基本計画策定後 2021 年度（令和３年度）以降の社会情勢 

本計画策定後の地球温暖化や気候変動に関する主な社会情勢の変化は次のとおりです。 

 

国際的な動向 

年 月 内  容 

2021 年 (令和３年) 10 月 国連気候変動枠組条約締結国会議（COP26）グラスゴー気候合意 

2023 年 (令和５年) ３月 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第６次統合報告書 公表 
 

2021 年（令和３年）10 月にイギリスのグラスゴーで開催された COP26 では、世界全体の平均気

温の上昇を産業革命前と比べて、1.5℃に抑えることを目標とする合意文書が採択されました。 

2023 年（令和５年）３月に公表された IPCC 第６次統合報告書では、地球温暖化の原因が人間活動

の影響であることに「疑う余地がない」と結論付け、世界の平均気温は産業革命前からすでに 1.1℃上

昇しており、2030 年代には 1.5℃に達する可能性が高いことを改めて指摘しました。 

また、世界の平均気温の上昇を抑えるためには、早期に二酸化炭素排出量を大幅に削減しなければな

らないとされており、各国政府はこれまで以上の対策が求められます。 

 

国の主な動向 

年 月 内  容 

2021 年 (令和３年) ６月 「地球温暖化対策の推進に関する法律」（地球温暖化対策推進法）改正 

  10 月 「地球温暖化対策計画」改定 

  10 月 「第６次エネルギー基本計画」閣議決定 

  10 月 「気候変動適応計画」改定 

2023 年 (令和５年) ２月 「気候変動適応法」改正 

  ５月 「気候変動適応計画」改定 
 

我が国では、パリ協定の採択を受けて、2020 年（令和２年）10 月に「2050 年までに温室効果ガ

スの排出を実質ゼロ（カーボンニュートラル）にする」と宣言し、2021 年（令和３年）4 月には、

2030 年度（令和 12 年度）の削減目標を「2013 年度（平成 25 年度）比 46％減」とすることを表

明しました。 

 その後、地球温暖化対策推進法の改正で「2050 年カーボンニュートラル」が基本理念として明記さ

れ、その実現に向けて、温暖化対策計画が改定されました。 

 また、気候変動については、近年の気温の上昇、大雨の頻度の増加、熱中症リスクの増加など気候変

動による影響が全国各地で現れており、長期にわたり拡大するおそれがあることから 2018 年（平成

30 年）６月に気候変動適応法が制定され、同年 11 月には気候変動適応計画が策定されています。

2023 年（令和５年）の気候変動適応法の改正、気候変動適応計画の改定では熱中症対策が強化されま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 カーボンニュートラルとは 

出典：環境省 脱炭素ポータルサイト 

カーボンニュートラルとは、地球温暖化の原因とな

る温室効果ガスを出す量を減らし、どうしても出てし

まう分は吸収したり除去したりすることで全体とし

て差し引きゼロにすることを指します。 

二酸化炭素の吸収源には、森林やブルーカーボンと

呼ばれる海藻などの光合成による炭素の吸収や、二酸

化炭素を地下深くに貯留する方法などがあります。 

二酸化炭素排出 （排出） 

（吸収） 
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北海道の主な動向 

年 月 内  容 

2021 年 (令和３年) ３月 「北海道環境基本計画（第３次計画）」策定 

  ３月 「北海道地球温暖化対策推進計画（第３次）」策定 

  ４月 「北海道気候変動適応センター」設置 

2022 年 (令和４年) ３月 「北海道地球温暖化対策推進計画（第３次）」改定 

2023 年 (令和５年) ３月 「北海道地球温暖化防止対策条例」改正 

（通称：ゼロカーボン北海道推進条例） 

  ４月 「北海道地球温暖化対策推進計画（第３次）」改定版を 

「ゼロカーボン北海道推進計画」に改称。他一部修正。 

  

北海道は、2020 年（令和２年）３月に「2050 年までに温室効果ガス排出量実質ゼロを目指す」こ

とを表明し、2021 年（令和３年）３月に「北海道環境基本計画」と「北海道地球温暖化対策推進計画」

を策定しました。その後、国が地球温暖化対策計画を改定したことなどの状況変化を踏まえ、2022 年

（令和４年）３月に温室効果ガスの削減目標の見直しや、重点的取り組みの追加・拡充などが行われま

した。2023 年（令和５年）３月には、「北海道地球温暖化防止対策条例」が改正され、基本理念が新

設されたほか、通称を「ゼロカーボン北海道推進条例」としました。翌月には「北海道地球温暖化対策

推進計画」の名称を「ゼロカーボン北海道推進計画」に改めるなど、ゼロカーボン北海道の実現に向け

た動きが加速しています。 

また、気候変動については、国が気候変動適応法を制定したことを踏まえ、2018 年（平成 30 年）

９月に、「適応」の取り組みの基本的な考え方を示す「北海道における気候変動の影響への適応方針」を

策定しました。その後、北海道の地域特性や社会情勢の変化などに応じて、「適応」に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するため、2020 年（令和２年）３月に「北海道気候変動適応計画」を策定しまし

た。2021 年（令和３年）４月には、道内の「適応」の取り組みを進めるための拠点として、「北海道

気候変動適応センター」を設置し、道民・事業者・道内自治体に向けて気候変動の影響や気候変動適応

に関する情報提供や技術的助言を行っています。 
 

釧路市の主な動向 

年 月 内  容 

2021 年 (令和３年) ２月 「ゼロカーボンシティ」宣言 

  ３月 「第２次釧路市環境基本計画」策定 

2022 年 (令和４年) ３月 阿寒摩周国立公園の阿寒湖温泉エリア「ゼロカーボンパーク」登録 

  ７月 釧路湿原国立公園の釧路市エリア「ゼロカーボンパーク」登録 

2023 年 (令和５年) ３月 「釧路市地球温暖化防止実行計画（第５期）」策定 

 

●ゼロカーボンシティ宣言 

国が 2050 年までに脱炭素社会の実現を目指す宣言をしたことを踏まえ、本市では、蝦名大也市長

が 2021 年（令和３年）２月に開催された令和３年第１回釧路市議会２月定例会の市政方針演説の中

で、2050 年に二酸化炭素実質排出量ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」を宣言しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ゼロカーボンシティとは 

環境省は、「2050 年までに二酸化炭素排出を実質ゼロにする」

と宣言した自治体を「ゼロカーボンシティ」としています。 

国がカーボンニュートラル宣言をした 2020 年（令和 2 年）

10 月 26 日時点における「ゼロカーボンシティ」宣言自治体数

は 166 自治体でしたが、2023 年（令和５年）９月 29 日時点で

は 991 自治体と大きく増加しており、全国で脱炭素社会に向け

た動きが広がっています。 

出典：環境省ウェブサイト 
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●ゼロカーボンパークへの登録 

環境省は、国立公園において先行して脱炭素化に取り組むエリアを「ゼロカーボンパーク」として

登録し、その取り組みを推進しています。本市の阿寒湖温泉（阿寒摩周国立公園内）における脱炭

素・脱プラスチックに向けた取り組みは、2022 年（令和４年）３月 18 日付で「ゼロカーボンパー

ク」に国内で４番目（新潟県妙高市と同時）、北海道で初めて登録されました。 

また、釧路湿原国立公園内における脱炭素などに向けた取り組みについても、2022 年（令和４

年）７月 14 日付で登録されました。 

 

●釧路市地球温暖化防止実行計画（第５期）の策定 

2023 年度（令和５年度）から第５期となった本計画では、本市の事務事業において排出される温

室効果ガスを、2030 年度（令和 12 年度）までに 2013 年度（平成 25 年度）比で 50％以上削減

することを目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ゼロカーボンパークとは 

2022 年（令和４年）３月 18 日付登録、同年６月 27 日に弟子屈町、美幌町、足寄町も登録され、

全国で初めて複数自治体の連携によるゼロカーボンパークとなりました。 

ゼロカーボンパークに向けた取り組みの概要 

1．トレイルネットワークおよびゼロカーボン観光の推進 

2．温泉熱利用設備の導入 

3．地元のおいしい水の PR によるマイボトル推進 

4．⺠間事業者と連携した普及啓発 

5．国立公園利用施設などにおける再生可能エネルギーの活用および RE100 対応 

6．地域産材の活用とカーボンオフセットの取り組み 

7．世界基準の持続可能な観光地づくり 

ゼロカーボンパークは、環境省が提唱する、国立公園の脱炭素化および脱プラスチックにより、サステナブ

ル（持続可能）な観光地づくりを実現していくエリアです。 

登録には、自治体が「ゼロカーボンシティ」宣言していることが条件となっています。 

阿寒摩周国立公園（釧路市登録箇所：阿寒湖温泉エリア） 

2022 年（令和４年）７月 14 日付登録。 

ゼロカーボンパークに向けた取り組みの概要 

1．吸収源としての湿原および森林の保全・再生推進 

2．リサイクルを通じた脱炭素社会の推進 

3．サステナブルな観光地の推進 

4．COOL CHOICE を旗印とした取り組みの普及啓発 

釧路湿原国立公園（釧路市エリア） 
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第２節 計画の目的 
 

本計画は、環境の保全および創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進することにより、釧路市

環境基本条例（第３条）で定められた４つの基本理念を実現することを目的としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「地方公共団体実行計画（区域施策編）」にあたる計画 

釧路市環境基本条例（抜粋） 

（基本理念） 

第３条 環境の保全及び創造は、市民が健康で文化的な生活を営むうえで必要とする健全で恵み豊

かな環境を確保し、これを将来の世代へ継承していくことを目的として行われなければならな

い。 

２ 環境の保全及び創造は、市、事業者及び市民のすべての者がそれぞれの責任を認識し、公平な

役割分担の下、自主的かつ相互に連携協力して推進されなければならない。 

３ 環境の保全及び創造は、人と自然が共生し、循環を基調とした環境への負荷の少ない持続的発

展が可能な社会が実現されるように行われなければならない。 

４ 地球環境保全は、人類共通の課題であるとともに、市民の健康で文化的な生活を将来にわたっ

て確保するうえで重要であることから、すべての者が自らの課題であることを認識し、日常生活

及び事業活動において積極的に推進されなければならない。 

 

 

第 2 次釧路市環境基本計画改定版 

 
 

計 画 期間  2021-2030 年 度 

2024（令和６）年３月改定 

釧路市地球温暖化対策地域推進計画※ 
釧路市気候変動適応計画を含む 

環境の保全・創造に関する施策の推進 

日常生活や事業活動における環境負荷の低減 

 

基本理念の実現 目指すべきまちづくり 
環境分野での実現 

総合的 
計画的 
推進 

連携 

基づく 

 

国 

 

 

地球温暖化対策計画 

第 5 次環境基本計画 

環境基本法 

釧路市 

 

 

 

ゼロカーボン北海道推進計画
 

北海道 

 北海道環境基本条例 

北海道地球温暖化防止対策条例 
 

釧路市の各種計画 

釧路市一般廃棄物処理基本計画 

釧路市都市計画マスタープラン 

釧路市緑の基本計画 など 

釧路市一般廃棄物処理基本計画 

釧路市都市計画マスタープラン 

釧路市緑の基本計画 など 

釧路市まちづくり基本構想 釧路市環境基本条例 

則す 

北海道気候変動適応計画 

気候変動適応法 

気候変動適応計画 
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第４節 環境の範囲 
 

本計画が対象とする環境の範囲は、釧路市環境基本条例第７条に規定する施策の基本方針を踏まえ、

次のとおりとします。 

 

① 大気汚染、水質汚濁、騒音・悪臭の防止などの生活環境の保全 

② 生物多様性の確保、釧路湿原・阿寒湖・春採湖などの自然環境の保全 

③ 豊かな緑、景観の保全などの都市環境の確保 

④ 廃棄物の適正処理や、リサイクルなどの循環型社会の構築 

⑤ 地球温暖化の防止や海洋汚染の防止などの地球環境の保全 

 

第５節 計画の対象 
 

本計画の対象は、すべての市民、事業者および市とします。 

また、対象地域は、釧路市の行政区域全体とします。ただし、行政区域を越えて広域的な取り組み

が必要となる課題や施策については、他の地方公共団体や関係機関などとの協力・連携を図っていき

ます。 

 

第６節 計画の期間 
 

本計画の計画期間は、2021 年度（令和３年度）から 2030 年度（令和 12 年度）までの 10 年間

とします。 

 

 

 2018 年度 

平成 30 年度 

2021 年度 

令和３年度 

2023 年度 

令和５年度 

2027 年度 

令和９年度 

2030 年度 

令和 12 年度 
      

 
 
 

     

      

      

 

 

  

釧路市まちづくり基本構想 
計画 

開始 
目標 
年次 

第２次釧路市環境基本計画 
計画 
開始 

計画 
改定 

目標 
年次 

釧路市一般廃棄物処理基本計画 
目標 
年次 

計画 
開始 
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13 

 

 

 

 

 
 

  

釧路市の 

概況 

２ 
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１ 地勢 

本市は北海道の東部に位置し、全国でも有数の広大な行政面積を有しています。また、飛び地を含む

という地理的特性を持っています。本市域を流れる釧路川、新釧路川、阿寒川、仁々志別川、音別川な

どの各河川の流域には、市街地が形成されています。さらに、森と湖、火山、河川、湿原、海などの多

彩で雄大な自然に恵まれています。 

また、これらの恵まれた自然環境や港湾機能に支えられながら農業、林業、水産業、鉱工業、観光業、

商業など様々な産業が発展し、ひがし北海道の中核拠点都市となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 人口 

本市の人口は、2020 年（令和２年）国勢調査で 165,077 人、世帯数 80,349 世帯となっていま

す。人口の推移をみると、1981 年（昭和 56 年）の 229,298 人をピークに、以降は減少していま

す。世帯数については 2000 年（平成 12 年）までは増加していましたが、２005 年（平成 17 年）

以降は横ばいで推移しています。 

また、2020 年（令和２年）

の平均世帯人員は 2.05 人

で、減少傾向が続いていま

す。要因としては、核家族化・

少子化の進行、単身世帯の増

加といった世帯形態の変化

が考えられます。 

なお、市の人口ビジョンお

よびまちづくり基本構想で

は、2040 年（令和 22 年）

の人口目標を 138,000 人

としています。 

位置 東経 

北緯 

144 度 22 分 24 秒 

42 度 58 分 10 秒 

 
 面積 1,363.29km2 

図 本市の位置図 

市勢要覧より 

平成 17～27 年は国勢調査、 

令和 12、22 年は『釧路市まち・ひと・しごと創生総合戦略』より 

平成 17～27 年は国勢調査、 

令和 12、22 年は『釧路市まち・ひと・しごと創生総合戦略』より 

平成 17～27 年は国勢調査、 

令和 12、22 年は『釧路市まち・ひと・しごと創生総合戦略』より 

平成 17～27 年は国勢調査、 

令和 12、22 年は『釧路市まち・ひと・しごと創生総合戦略』より 

平成 17～27 年は国勢調査、 

令和 12、22 年は『釧路市まち・ひと・しごと創生総合戦略』より 

201,566 
190,478 

181,169 174,742 165,077 

148,000 138,000 

83,845 82,079 81,015 82,078 80,349 

2.40 2.32 2.24 
2.13 2.05 

0.00

1.00

2.00

3.00

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2000

平成12

2005

平成17

2010

平成22

2015

平成27

2022

令和2

2030

令和12

2040

令和22

人口 世帯数 1世帯当たり人員（人）

（世帯） （人/世帯）

【人口目標】

図 本市の人口・世帯数の推移 

※2005（平成 17）～2020 年（令和２年）は国勢調査、 

2030（令和 12）、2040 年（令和 22 年）は『釧路市まち・ひと・しごと創生総合戦略』より 
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３ 気象 

本市の気候は寒流の影響を受け、一般に冷涼です。夏は海霧が発生しやすく日照時間が少ないため、

夏季における月別平均気温の平年値は 18℃前後となります。秋は晴天が続き、冬は快晴が多く乾燥し

た日が続きます。冬期間の寒さは厳しい反面、積雪はそれほど多くありません。降水量は年間 1,100ｍ

ｍ前後となっています。 

また、内陸に位置する阿寒湖温泉地区では、釧路地区と

比べて年間を通して寒暖の差が大きく、降雪量が多いこと

が特徴です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 地形と地質 

本市の地形は、太平洋に面する海岸線、その背後の丘陵地と台地、低地、北部の火山地などからなっ

ています。 

①丘陵地・台地の地形 

釧路川の東部には根室段丘と呼ばれる海岸段丘が広がっています。また、釧路湿原の北西部に鶴居

丘陵、西部には白糠丘陵が釧路平野を取り囲むように分布しています。さらに、これらより一段低い

釧路段丘が低地に接しています。 

②低地の地形 

低地は、海岸線の砂丘地とそれに連続する河口域

の沖積地、そして釧路湿原の泥炭地で構成されてい

ます。また、仁々志別川、阿寒川、音別川、尺別川

沿いの低地には、農耕地に適した平野が広がってい

ます。 

③火山地の地形 

火山地は、阿寒地域の北部に広がり、雌阿寒岳を

はじめとする火山ほか、カルデラ湖の阿寒湖、パン

ケトー、ペンケトーなどの湖沼が点在しています。 

釧路叢書(1966)「釧路の地質」より 

図 地形地質概念図 

釧路叢書(1966)「釧路の地質」より 
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※気象庁気象統計情報より 
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※気象庁気象統計情報より 

 

※気象庁気象統計情報より 

※2020 年代は 2021 年、2022 年の平均 
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５ 産業 

本市の産業は、令和２年国勢調査の結果によると、就業者数が 69,198 人であり、産業別構成は第１

次産業が 2.2%、第２次産業が 18.2%、第３次産業が 76.6%、そして分類不能の産業が 3.0%となっ

ています。 

 

■第１次産業 

 国内有数の水揚げ量を誇る漁業、後背圏の酪農、畜

産をはじめとする農業、豊富な森林資源を有する林業

が中心となっています。 

 

■第２次産業 

石炭鉱業の生産量は、年間 26～31 万 t で推移しています。 

製造業はパルプ・紙・紙加工品製造業が中心であり、令和３年経済センサス-活動調査では製造品出荷

額 2,346 億円のうち 26.2％を占めています。 

 

■第３次産業 

小売業の年間販売額は、令和３年経済センサス-活

動調査で 1,802 億円となっています。 

観光客入込数は 2019 年度（令和元年度）まで 500

万人を超えていました。2020 年度（令和２年度）は

新型コロナウイルス感染症の影響により大きく減少

したものの、その後は回復傾向にあります。 

６ 土地利用 

■土地利用の状況 

本市の 2022 年（令和４年）における土地利用状況は、山林が 16%、農地が６%、原野が３%、牧

場が３％、宅地が２％、雑種地が１％、池沼が１％未満、その他（公有地、道路、保安林など）が 69％

となっています。 

このうち、森林面積は本市の総面積の約７割を占めており、木材の生産だけではなく、国土の保全、

水源のかん養、地球温暖化の防止や生物多様性の保全、観光資源としての美しい景観など様々な役割を

果たしています。 

  

水 産 業 水 揚 げ 量 年間 12～20 万 t 

林 業 素 材 生 産 量 26,152 ㎥ 

農 業 

作 付 面 積 1592.79ha 

乳 用 牛 13,943 頭 

肉 用 牛 4,651 頭 

採 卵 鶏 94,149 羽 

釧路市市勢要覧より 

表 第１次産業の概要 

図 観光客入込数 

※ 農業は 2020 年農林業センサスより 

530 531

246 276
381

0
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令和３

2022

令和４

（万人）

年度
釧路市観光入込客数調査より 

図 地目別面積 図 森林面積 

※ 山林とは課税対象となる「耕作の方法によらないで竹木の生育する土地」 

なお、公有地や保安林は「その他」に含まれる 

 

国有林

40.5％

道有林

14.5％

市有林

4.5％

私有林等

40.5％ 2021年度

森林面積

100,663ha

山林 16%

農地 6%

原野 3%

牧場 3%

宅地 2%

雑種地 1%

池沼 1%未満
その他 69%

2022年

面積総数

136,329ha

釧路市統計書より 北海道林業統計より 
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■国立公園と鳥獣保護区の指定 

本市の釧路地域北部を流れる釧路川に沿って展開する釧路湿原が「釧路湿原国立公園」に指定され、

阿寒地域北部の阿寒湖を含む全域が「阿寒摩周国立公園」に指定されています。 

鳥獣保護区は、国により 1 か所、北海道により 7 か所が指定されています。うち国指定の鳥獣保護

区内には特別保護地区が設定されており、一定の開発行為が規制されています。 

なお、釧路湿原と阿寒湖はラムサール条約登録湿地です。 

 

 

 

凡例 

国立公園（特別保護地区） 

国立公園（特別地域） 

国立公園 

ラムサール条約登録湿地 

鳥獣保護区（特別保護地区） 

鳥獣保護区 

特定猟具使用禁止区域（銃器） 

鳥獣保護区（国指定） 

№ 名 称 

□1  釧路湿原鳥獣保護区 

鳥獣保護区（北海道指定） 
№ 名 称 

➀ 駒牧高谷鳥獣保護区 

➁ 春採湖鳥獣保護区 

➂ シュンクシタカラ鳥獣保護区 

➃ 阿寒湖鳥獣保護区 

➄ ペンケトー鳥獣保護区 

➅ 阿寒鳥獣保護区 

➆ キナシベツ湿原鳥獣保護区 

特定猟具使用禁止区域（銃器） 

№ 名 称 

❶ 北斗 

❷ 音別二俣 

 

➅ 

➀ 

➃
➀ 

➂ 

➁ 

➄ 

➆ 

❷ 

❶ 

国立公園、鳥獣保護区 GIS データ(環境省生物多様性センター)を基に、釧路市環境保全課が作成 

凡  例 

図 国立公園および鳥獣保護区の指定状況 

□1  
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３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

望ましい環境像と 

基本目標 
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第１節 望ましい環境像 

 

2001 年（平成 13 年）３月に策定された旧釧路市の「釧路市環境基本計画」では、本市における望

ましい環境像として「自然と共生し、うるおいあふれる環境調和都市」を設定し、2011 年（平成 23

年）３月に策定された新市の「釧路市環境基本計画」においても、これを引き継いできました。 

第２次計画においては、第１次計画の環境像を継承しつつ、さらに発展させた望ましい環境像を次の

とおり設定します。 

 

望ましい環境像 
 

 

 

 

 

 

  

人と自然がつながる、未来へつながる 

環境都市くしろ 
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第２節 基本目標 
 

望ましい環境像を実現するために５つの基本目標を定め、各種施策を展開します。 

 

１ 脱炭素社会の形成 

電気・化石燃料などのエネルギーは私たちの生活や事業活動に欠かせないものであり、私たちの生活

はこれらを消費することで成り立っています。しかし、そこから発生する温室効果ガスが、今も進行し

ている地球温暖化とそれによる気候変動を引き起こしていることから、持続可能な脱炭素社会を目指す

ためには、温室効果ガスの排出を抑制する「緩和策」と気候変動の影響に対処し、被害を回避・軽減す

る「適応策」の推進による対策を進めていく必要があります。 

 

２ 循環型社会の形成 

大量生産・大量消費・大量廃棄という社会経済構造は、エネルギーの大量消費や地球温暖化など様々

な問題を引き起こしてきました。これらを見直すため、発生抑制（リデュース）・再使用（リユース）・

再生利用（リサイクル）を推進し、廃棄物を資源として適正に循環していく社会構造へ転換していくこ

とで、持続可能な循環型社会の形成を進めます。 

 

３ 自然との共生社会の実現 

本市の釧路湿原・阿寒湖・春採湖などの恵み豊かな自然環境は、人類共通の貴重な財産であり、将来

世代へと継承することは私たちの責務です。生物の多様性や人と自然とのふれあいを確保しつつ、農作

物などへ悪影響をもたらす有害鳥獣や生態系などへ影響を及ぼす特定外来生物への対策を行い、自然と

の共生社会の実現を目指します。 

 

４ 住み良い生活環境の確保 

私たちが健康で安全な生活を送るためには、日常生活や事業活動による大気汚染・悪臭・水質汚濁・

騒音・振動を防止し、これらに悩まされることがないようにしていく必要があります。大気・水・音環

境の適切な監視をはじめとし、良好な景観形成、豊かな緑の確保などを進めていくことで、住み良い生

活環境の確保を進めます。 

 

５ 環境教育・環境保全活動の推進 

健全で恵み豊かな環境を将来世代へと継承するためには、環境問題の本質を理解し、日常生活や事業

活動において環境に配慮した行動ができる人材の育成が何より重要です。このために環境学習や環境保

全活動を通して環境意識の啓発を行い、市・市民・事業者が協働しながら、環境への責任ある行動を取

ることができる人材が育成されるよう取り組みます。 

（釧路市地球温暖化対策地域推進計画・釧路市気候変動適応計画） 
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目標の実現に向けた 

施策の展開 

４ 
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人間が原因で生じる様々な問題に国際社会が協力して取り組むため、2015 年（平成 27 年）９月の国連

サミットで「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択されました。このアジェンダは、すべて

の国がともに取り組むべき目標であり、その中に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」として 2030 年（令

和 12 年）までに達成すべき 17 の目標と 169 のターゲットが掲げられました。これらの目標を達成するた

めには環境だけでなく、環境・社会・経済のつながりを考え解決してくことが大切になります。 

環境分野においては特に「目標６（水）」「目標７（エネルギー）」「目標 12（生産・消費）」「目標 13（気

候変動）」「目標 14（海洋）」「目標 15（生態系・森林）」への関わりが深くなっています。 

 

第１節 施策展開の基本的な考え方 

 

前章に掲げた本市の望ましい環境像である「人と自然がつながる、未来へつながる 環境都市くしろ」

と、基本目標である「脱炭素社会の形成」「循環型社会の形成」「自然との共生社会の実現」「住み良い生

活環境の確保」「環境教育・環境保全活動の推進」の実現を目指すため、目標ごとに基本施策を掲げ、こ

れに沿った取り組みと具体的な目標値を示します。 

また、本計画に基づく取り組みはＳＤＧｓで示されている 17 のゴール達成に貢献するものでもある

ことから、基本施策ごとにＳＤＧｓとの関連性を示し、ＳＤＧｓの概念の理解促進や市民・事業者への

率先的な取り組みを促していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＳＤＧｓの目標 

 
１ 貧困をなくそう 

 
10 人や国の不平等をなくそう 

 
２ 飢餓をゼロに 

 
11 住み続けられるまちづくりを 

 
３ すべての人に健康と福祉を 

 
12 つくる責任、つかう責任 

 
４ 質の高い教育をみんなに 

 
13 気候変動に具体的な対策を 

 
５ ジェンダー平等を実現しよう 

 
14 海の豊かさを守ろう 

 
６ 安全な水とトイレを世界中に 

 
15 陸の豊かさも守ろう 

 

７ エネルギーをみんなに 

そしてクリーンに  
16 平和と公正をすべての人に 

 
８ 働きがいも経済成長も 

 
17 パートナーシップで目標を達成しよう 

 
９ 産業と技術革新の基盤を作ろう 

 

出典：国際連合広報センター ウェブサイト 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは？ 
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第２節 施策の体系 

 

望ましい環境像の実現に向けた取り組みを、以下の体系にまとめます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

循環型社会の形成 

１  

２ごみの適正処理 
❶ごみの適正処理の推進 

❷ポイ捨て・不法投棄の防止 

❶  

❷バイオマスの利活用 

自然との共生社会の実現 

❶自然環境の保全 

❷鳥獣保護・管理の推進 

❸  

１生物多様性の確保 

２自然の持続可能な利用 
❶持続可能な農林水産業の推進 

❷歴史・文化的環境の保全 

１大気環境の保全 

住み良い生活環境の確保 

２水環境の保全 

４快適な生活環境の確保 

５良好な景観形成の推進 

６  

❶水質汚濁の防止 

❶騒音・振動の防止 

❶良好な景観の形成 

❶緑化による環境保全 

❷  

❶公害防止対策 

❷有害化学物質汚染の防止 

❶大気汚染・悪臭の防止 

３音環境の保全 

 

❶学校における環境教育の推進 

❷環境保全意識の向上 

❸環境情報の充実 

１環境教育・環境学習の推進 

２環境保全活動の推進 
❶  

❷  

基 本 施 策 基 本 目 標 施 策 の 方 向 性 

❶エネルギーの有効利用の推進 

❷  

❸脱炭素型のまちづくりの推進 

❹循環型社会の形成

❺  

脱炭素社会の形成 

１地球温暖化防止対策 

❶気候変動適応策の推進 
２気候変動適応策 

【釧路市地球温暖化対策地域推進計画】

【釧路市気候変動適応計画】
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第３節 各分野の施策 

 

脱炭素社会の形成 関連する SDGs 目標 

 １ 地球温暖化防止対策 
【釧路市地球温暖化対策地域推進計画】  

 

（１）現状と課題 

①地球温暖化とは 

地球は、太陽の光が地表面に届くことによって温めら

れ、その温められた地表面の熱を宇宙空間に放出すること

によって冷えていきます。地表の気温は、大気中に二酸化

炭素やメタンなどの熱を吸収する気体（温室効果ガス）が

存在していることで、生物にとって住みよい温度となって

いました。しかし、産業革命以来の化石燃料の大量消費に

よって温室効果ガスの濃度が上昇し、地表面から放射され

る熱が宇宙空間へ放出されにくくなり、その結果、地球の

温暖化が進んでいると言われています。 

図 地球温暖化のメカニズム 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

②世界の動向 

2021 年（令和３年）10 月にイギリスのグラスゴーで開催された国連気候変動枠組条約第 26 回

締約国会議（COP26）では、世界全体の平均気温の上昇を産業革命前と比べて、1.5℃に抑えること

を目標とする合意文書が採択されました。 

2023 年３月に公表された「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」の第６次統合報告書では、

地球温暖化の原因が人間活動の影響であることに「疑う余地がない」と結論付け、世界の平均気温は

産業革命前からすでに 1.1℃上昇しており、2030 年代には 1.5℃に達する可能性が高いことを指摘

しています。また、温暖化による極端な気候変動は、洪水や干ばつなどを引き起こし、人や自然が適

応できる限界に達しようとしていると指摘しています。 

現在の各国の温室効果ガス排出削減目標では 1.5℃を超える可能性が高いとされており、世界の平

均気温の上昇を抑えるために各国政府はこれまで以上の対策が求められます。 
 

③国の動向 

我が国では 2020 年（令和２年）10 月に「2050 年温室効果ガス排出実質ゼロ※（カーボンニュ

ートラル）」を宣言し、2021 年（令和３年）４月には、2030 年度の温室効果ガス排出削減目標を

「2013 年度比 46％減」とすることを表明しました。この目標を達成するため、同年６月に「地球

温暖化対策推進法」の改正で「2050 年カーボンニュートラル」が基本理念として明記され、同年 10

月には「地球温暖化対策計画」の 2030 年度の温室効果ガス排出量削減目標が「2013 年度比 46％

減」に改定されました。 

これらの目標を達成するには、市民一人一人が現在の状況を認識し、市民生活や事業活動において、

さらに環境負荷の少ない行動を起こすことが求められています。 
  

※ 実質ゼロ…排出量を完全にゼロにするのではなく、森林吸収や回収・貯留などの技術によりプラスマイナス

ゼロにすること。 
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④釧路市の動向 

本市では 2011 年に「釧路市地球温暖化対策地域推進計画」を策定し、二酸化炭素排出量を 202

０年度までに基準年である 1990 年度比で 11.4％削減することを目指して、市・市民・事業者が協

働した温暖化対策を推進してきた結果、2020 年度の排出量は 1,602 千 t-CO2（基準年度比 34.4％

減）となり、削減目標を達成しました。 

2021 年３月、本市は 2050 年カーボンニュートラルを目指す「ゼロカーボンシティ」の実現に

向けて地球温暖化対策の一体的な推進を図るため、「釧路市地球温暖化対策地域推進計画」を「第２次

釧路市環境基本計画」に含まれる個別計画として包含しました。本計画では、二酸化炭素排出量を

2030 年度までに基準年の 2013 年度比で 26.0％削減することを目標としていましたが、本計画

の策定後に国と北海道が温暖化対策計画を改定し削減目標を引き上げたことから、本市も 2023 年

度に削減目標を見直すことにしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 釧路市の二酸化炭素排出量の推移 

 

現行計画における二酸化炭素排出量を部門別に見ると、全体の二酸化炭素排出量が減少している一

方で、家庭部門と運輸部門からの二酸化炭素排出量の割合が増加していることから、この２部門の二

酸化炭素排出量を削減することが課題となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 釧路市の部門別二酸化炭素排出量の割合  
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（２）目標と管理指標 

①対象とする温室効果ガスと削減目標 

本計画において対象とする温室効果ガスは、「地球温暖化対策の推進に関する法律」で規定する 7

種類のガス（二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン、パーフルオロカーボ

ン、六フッ化硫黄、三フッ化窒素）のうち、排出量全体の約９割を占める二酸化炭素とします。 

また、この二酸化炭素排出量については、国および本市の長期目標である 2050 年カーボンニュ

ートラルに向け、国や北海道の動向を踏まえ、次のとおり目標値を設定します。 

 

 現況 

2020 年度※ 

目標年度 

2030 年度 

二酸化炭素排出量削減率（2013 年度比） 21.7％ 48.0％ 

※2021 年度の排出量については統計数値未発表のため算定不可。 

 

図 二酸化炭素排出量の削減目標 

 

②対象とする部門 

本計画で対象とする部門および内容は次のとおりです。 

 

部門 内容 

産業部門 第１次産業、第２次産業から発生する温室効果ガス排出量 

業務その他部門 第３次産業から発生する温室効果ガス排出量 

家庭部門 家庭から発生する温室効果ガス排出量 

運輸部門 輸送・運搬から発生する温室効果ガス排出量 

廃棄物部門 廃棄物の処理に伴い発生する温室効果ガス排出量 
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削減目標達成に向けた部門別の削減率の指標 

部 門 
排出量（千ｔ-CO2） 削減率 【参考】 

2013 年度 → 2030 年度 見直し後 見直し前 道の削減率 国の削減率 

産 業 部 門 706 → 434 38％ 7％ 31％ 38％ 

業務その他部門 435 → 211 51％ 40％ 43％ 51％ 

家 庭 部 門 506 → 170 66％ 39％ 47％ 66％ 

運 輸 部 門 378 → 244 35％ 28％ 28％ 35％ 

廃 棄 物 部 門 22 → 12 45％ 19％ 11％ 15％ 

合 計 2,047 → 1,071 48％ 26％ 48％ 46％ 

 

③温室効果ガス排出量の算定方法 

本計画における温室効果ガス排出量の算定方法は「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施

マニュアル 算定手法編（令和５年３月、環境省）」に付記されている方法を用い、改定があった場合は

それに準じて算定していきます。 

 

④関連するその他の目標 

温室効果ガスの削減目標以外に、温暖化防止対策の進捗を図る指標として次の目標値を設定します。 

 

 現況 

2022 年度 

目標年度 

2030 年度 

市の事務事業における 

温室効果ガス削減率（2013 年度比） 
21.２％ 50％以上 

 

 

地球から放射される熱エネルギーを吸収し大気を温める役割（温室効果）を持つガスを温室効果ガスといいます。 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」では次の７種類のガスが温室効果ガスとして規定されており、GWP 値が

高いほど温室効果が高いことを示しています。なお、この GWP 値は、2023（令和５）年８月 29 日に閣議決定された

「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令の一部を改正する政令」によって、2024（令和６）年 4 月 1 日から次の

とおり更新されます。 

ガスの種類 主な発生源 

GWP 値※ 

2024 年 

３月 31 日まで 

2024 年 

４月 1 日から 

二酸化炭素（CO2） 
ガソリンや灯油、重油、LPG、都市ガス、石炭な

ど燃料の燃焼に伴うもの。 
1 1 

メタン（CH4） 
稲作や家畜の腸内発酵などの農業部門や廃棄物

の埋め立て、下水処理に伴うもの。 
25 28 

一酸化二窒素（N2O） 農業部門や燃料の燃焼に伴うもの。 298 265 

ハイドロフルオロカーボン 

（HFCｓ） 

カーエアコンや冷蔵庫の冷媒、断熱発泡剤、エア

ゾール製品の噴射剤などに使用されているもの。 
1,430 

（HFC-134a） 
1,300 

（HFC-134a） 

パーフルオロカーボン 

（PFC） 
半導体などの製造時に使用されるもの。 

7,390 
（PFC-14） 

6,630 
（PFC-14） 

六フッ化硫黄（SF6） 
変電設備に封入される電力絶縁ガスや半導体な

ど製造用などとして使用されているもの。 
22,800 23,500 

三フッ化窒素（NF3） 半導体などの製造時に使用されるもの。 17,200 16,100 

※ＧWP 値：Global Warming Potentials の略。「地球温暖化係数」と呼ばれ、二酸化炭素を基準にして、 
他の温室効果ガスがどれだけ温暖化の効果を持つかを示している。  

温室効果ガスの種類 
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（３）施策の方向性（★印は重点的な取り組み） 

①エネルギーの有効利用の推進 

省エネルギーの推進★ ▷ 家庭・事業者向けに省エネルギー・再生可能エネルギー機器を

普及促進します。 

▷ （新）家庭・事業者に対し、省エネルギー・再生可能エネルギー

機器の導入を支援します。 

▷ ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギーハウス）およびＺＥＢ（ネッ

ト・ゼロ・エネルギービル）の普及啓発を行います。 

▷ 市有施設において、省エネルギー設備の導入を推進します。 

▷ （新）市有施設の新築の際にはＺＥＢ化の検討を行います。 

▷ （新）公営住宅に関する改善・建て替え事業にＺＥＨ化の検討

を行います。 

▷ （新）市民向けに環境家計簿（アプリ）やＨＥＭＳなどの普及

促進を図り、エネルギー使用量の見える化を進めます。  

▷ （新）事業者向けにデマンド監視装置やＢＥＭＳなどの普及促

進を図り、エネルギー使用量の見える化を進めます。 

▷ 公用車（特殊車両を除く）の導入は次世代自動車を推進します。 

▷ 次世代自動車を普及促進します。 

▷ （新）水素社会の実現に向けた調査・研究を進めます。 

エネルギーの地産地消 ▷ （新）オンサイトＰＰＡによる再生可能エネルギーの導入を推

進します。 

▷ （新）地域マイクログリッドの導入を推進します。 

環境にやさしいエネルギーの

導入促進 

▷ 釧路工業技術センターで民間事業者に対して新エネルギーを

活用した製品開発支援などを行います。 

▷ （新）市有施設において、再生可能エネルギーの導入を推進し

ます。 

▷ （新）ＰＰＡモデルなどを普及促進します。 

▷ （新）自然と共生する再生可能エネルギーの導入を推進します。 

▷ バイオマス（木質・メタンガスなど）の利用を推進します。 

 

  

ＺＥＨ／ＺＥＢ……… Net Zero Energy House（Building）の略で、高断熱、省エネ機器、再エネ機器の

導入により、建物の年間エネルギー消費量が正味ゼロになる住宅（ビル）を指す。 

ＨＥＭＳ／ＢＥＭＳ… Home（Building）Energy Management System の略で、建物のエネルギー使用

量や設備の稼働状況などを見える化し、管理するシステム。 

ＰＰＡモデル………… Power Purchase Agreement（電力販売契約）の略で、特に太陽光発電システム

においては、施設の屋根などを太陽光発電設備の所有者に貸出し、発電した電気を施

設側と発電設備の所有者側とで直接売買契約することで、初期投資無く太陽光発電

システムを導入する仕組みを指す。 

次世代自動車………… 電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド車（PHEV）、ハイブリッド車（HV）、

燃料電池車（FCV）など、バッテリーとモーターで駆動する電動車を指す。 
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「デコ活」とは、環境省が脱炭素な暮らしの実現をめざして 2022 年（令和４年）10 月に始まった国⺠運動の

愛称です。正式名称は「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国⺠運動」。 

2050 年のカーボンニュートラルおよび 2030 年度の温室効果ガスの削減目標の実現に向けて、暮らしの分野で

国、自治体、企業、団体、消費者などの主体が国⺠・消費者の行動変容、ライフスタイル変革を強力に後押しし

ています。 

 

「デコ活」には、英語の脱炭素「デカーボナイゼーション」

と「エコ」を組み合わせた造語で、二酸化炭素（CO2）を減らす

環境に良い活動という意味が込められています。 

ロゴマークは一人一人の日常の取り組みが地球を変える大

きなうねりになる「バタフライエフェクト」をイメージしたシ

ンプルな蝶のデザインになっています。 

 

脱炭素社会の実現のためには、社会の仕組みそのものを変え

ていくことが必要です。 

二酸化炭素の排出を減らす活動を経済成長の機会と捉え、産業競

争力を高めるような経済社会システム全体への変革を「GX（グリ

ーントランスフォーメーション）」と言います。国は、CO2 に価格

を付け、排出者の行動を変化させることを目的とする「カーボンプ

ライシング」やエネルギーの安定供給の確保などにより、GX を推

進しています。 

②温暖化防止のための行動の推進 

国民運動「デコ活」の推進★ ▷ 脱炭素を意識した生活「デコ活」の普及と浸透を図ります。 

▷ （新）釧路管内自治体と連携し、「デコ活」の普及啓発を行いま

す。 

▷ エコドライブを推進します。 

▷ ＷＡＲＭ ＢＩＺ（ウォームビズ）の取り組みを普及啓発します。 

▷ 再配達防止をはじめとした脱炭素物流を促進します。 

▷ 公共交通機関の利用を促進します。 

▷ グリーン購入など環境に配慮した商品の購入を推進します。 

（新）ゼロカーボンパークの

推進 

▷ （新）国立公園内の市民・事業者・観光客に対し、脱炭素・脱

プラスチックの取り組みを普及促進します。 

▷ （新）ゼロカーボンパーク登録エリア内における再生可能エネ

ルギーや 100％再エネ由来電力の導入を推進します。 

▷ （新）釧路湿原の保全と気候変動への寄与についての周知を進

めます。 

地産地消の推進 ▷ 地産地消くしろネットワークによる活動を推進します。 

▷ 地元の森林資源活用の取り組みを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

「デコ活」とは 

「デコ活」公式サイト https://ondankataisaku.env.go.jp/decokatsu/ または「デコ活」で検索 

「ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）」とは 
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③脱炭素型のまちづくりの推進 

コンパクトなまちづくりの 

推進 

▷ 環境負荷の低い公共交通体系の構築に努めます。 

▷ （新）公共交通の維持と利用促進に努めます。 

▷ （新）交通ネットワークの整備による環境負荷低減を検討しま

す。 

（新）既設住宅・空き家対策 ▷ （新）既設住宅の省エネリフォームを推進します。 

▷ （新）関係機関と連携し、空き家の有効利用を推進します。 

（新）公営住宅対策 ▷ （新）公営住宅に関する改善・建て替え事業に ZEH 化の検討を

行います（再掲） 

（新）公共インフラの脱炭素

化の推進 

▷ （新）公共インフラにおける再生可能エネルギーの活用を推進

します。 

▷ （新）公共インフラ設備の省エネルギー化に努めます。 

温室効果ガスの吸収源対策 ▷ 市有林の計画的な伐採や植栽などの整備を行い、森林吸収に

よる温室効果ガスの削減を促進します。 

▷ （新）釧路湿原の保全と気候変動への寄与についての周知を

進めます。（再掲） 

▷ 地元の森林資源活用の取り組みを推進します。（再掲） 

▷ （新）二酸化炭素を利活用するＣＣＵＳについて、調査・研

究を進めます。 

▷ （新）海藻類などが二酸化炭素を吸収・固定するブルーカー

ボンについて、先進事例の情報収集および事業者などへの支

援を進めます。 

▷ （新）カーボンニュートラルに貢献する水産養殖に取り組む

事業者などの支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たな二酸化炭素吸収源対策 

■ブルーカーボン 

2009 年 10 月に国連環境計画（UNEP）の報告書において、藻場・浅場などの海洋生態系に取り込まれた炭素

が「ブルーカーボン」と命名され、吸収源対策の新しい選択肢として提示されました。海草や、その葉に付着す

る微細な藻類は、光合成で CO2 を吸収して成長し、炭素を隔離します。また、海草の藻場の海底には有機物が

堆積し、「ブルーカーボン」としての巨大な炭素貯留庫になっています。 

釧路総合振興局では、「ゼロカーボン北海道」の実現に貢献するため、コンブなどの水産資源の育成と炭素吸

収量の確保の両立を図るブルーカーボンの取り組みを推進するため「釧路管内ブルーカーボン推進検討協議会」

を設置しました。釧路市も本協議会に参画し、ブルーカーボンの推進に向けて協力を進めていきます。 

■CCUS 
 カーボンニュートラルの実現に向けては、森林・海藻類に

よる二酸化炭素の吸収だけでなく、二酸化炭素を回収・貯蔵す

る CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）という仕組みが

注目されています。CCS は化石燃料を燃焼した際の排出ガス

から二酸化炭素を取り出し地下に安定的に貯留し、大気中の

二酸化炭素を削減する技術です。またさらにそれらを有効利

用する CCUS（Carbon dioxide Capture Utilization and Storage）

という技術も研究が進められており、市内においても事業者

による実証実験が行われています。 
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水平リサイクルとは、リサイクル前と後で

用途を変えずに資源を循環させる方法です。 

釧路市が推進するペットボトルの水平リサ

イクルは、使用済みペットボトルを化学的に

分解し、新たにペットボトルとして、何度も

生まれ変わる取り組みです。 

この取り組みは、天然資源の消費を可能な

限り抑え、リサイクルを推進する『循環型社

会の形成』や、ペットボトルを石油由来の原

料から製造する工程と比べて、二酸化炭素排

出量の削減にもつながり、『脱炭素社会の形

成』に貢献するものです。 

また、衣服でも水平リサイクルが始まって

おり、回収した化学繊維の衣服を、原材料に

分解し、衣服として再生する取り組みが進め

られています。 

④循環型社会の形成 

ごみの減量化とリサイクルの

推進 

▷ ごみの減量化を推進します。（基本目標２ 循環型社会の形成を

参照。） 

▷ リサイクルを推進します。（基本目標２ 循環型社会の形成を参

照。） 

▷ （新）ペットボトルなどの水平リサイクルを推進します。 

（新）バイオマスの利活用 ▷ （新）畜産業における家畜ふん尿などの利活用を推進します。 

▷ （新）下水道におけるバイオガスの活用を推進します。 

 

⑤地球温暖化対策の総合的・効果的な推進 

市の総合的な取り組み ▷ 釧路市地球温暖化防止実行計画を策定し、釧路市の事務事業か

ら排出される温室効果ガスの削減を推進します。 

▷ 環境配慮契約方針を策定し、導入可能なものから環境配慮契約に

取り組みます。 

▷ 釧路市地球温暖化対策地域協議会と連携し、釧路市において効果

の高い啓発活動について検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

水平リサイクルとは 

使用済み 
ペットボトルや衣服 

新しい 
ペットボトル
や衣服に再生 

水平リサイクル 
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（４）市民・事業者の取り組み 

市民 

▷ 「デコ活」に賛同し、脱炭素につながる取り組みを進めます。 

▷ （新）「デコ活」についてＳＮＳなどによる情報発信に努めます。 

▷ 省エネルギー・再生可能エネルギー機器の導入を進めます。 

▷ 住居を新築する場合はＺＥＨを、改築時には高断熱・高気密な住居にリフォーム

をそれぞれ検討します。 

▷ 電気製品などを購入する際には省エネルギー型のものを選び、照明はＬＥＤを

積極的に選択します。 

▷ 自動車を運転する際はエコドライブを実践し、買い替えの際は次世代自動車の

購入を検討します。 

▷ （新）環境家計簿（アプリ）やＨＥＭＳを活用し、エネルギー使用量の見える化

を図ります。 

▷ 近い場所へは徒歩や自転車を使うよう心がけます。 

▷ 長距離の移動には公共交通機関を積極的に使用します。 

▷ クールビズ・ウォームビズを実践し、無理のない範囲で冷暖房の使用を抑えるこ

とを心がけます。 

▷ （新）良い服を長く大切に使うサステナブルファッションを心がけます。 

▷ 宅配便は受取場所の指定などにより１度で受け取り、再配達防止に取り組みます。  

▷ （新）地域で採れる旬の食材を地産地消します。 

▷ 植樹育樹活動に積極的に参加します。 

▷ （新）テレワークを活用し、自動車の燃料使用を減らすよう努めます。 

▷ 熱中症対策や災害対策など気候変動に適応できるよう対策を検討します。 

事業者 

▷ 「デコ活」に賛同し、脱炭素につながる取り組みを進めます。 

▷ （新）「デコ活」について市民・他事業者に対し普及・浸透を行います。 

▷ 省エネルギー・再生可能エネルギー設備の導入を進めます。 

▷ 事業所を新築する場合はＺＥＢを、改築時には高断熱・高気密な事業所へのリフ

ォームをそれぞれ検討します。 

▷ （新）ＰＰＡモデルなどを活用し、再生可能エネルギーの導入を進めます。 

▷ （新）デマンド監視装置やＢＥＭＳの活用により、エネルギー使用量の見える化

を図ります。 

▷ 社員に公共交通機関や自転車の利用を促し、近い場所へは歩くよう呼びかけま

す。 

▷ エコドライブの励行指導を行います。 

▷ 社用車の更新時には次世代自動車への転換を検討します。 

▷ （新）自然と共生する再生可能エネルギーの導入に努めます。 

▷ （新）テレワークの導入により、移動時間や燃料使用を減らすよう努めます。 

▷ 気候変動による将来の事業への影響などを考え、対策を検討します。 

（新） 

観光客 

▷ （新）化石燃料を極力使わない体験型のアクティビティを楽しみます。 

▷ （新）マイボトルを持ち歩き、給水スポットで地元の美味しい水を楽しみます。 

▷ （新）国立公園内では植物をむやみに採取せず、自然の保護に努めます。 

▷ （新）環境にやさしい宿泊プランや移動手段の利用に努めます。 
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※置き配：あらかじめ指定した場所（玄関前、物置など）に非対面で荷物などを届けてもらうサービス 

 脱炭素につながる取り組み「デコ活アクション」を実践しよう 

環境省では、約 10 年後（2033 年頃）、生活がより豊かに、より自分らしく快適・健康で、そして 2030 年

温室効果ガス削減目標も同時に達成する、新しい暮らしの絵姿とそれに向けた取り組みを「デコ活アクショ

ン」として示しています。 

今後、脱炭素の取り組みは、自分らしく快適・健康でより豊かな暮らしを送るためのものとなっていく必

要があります。10 年後の絵姿の実現に向けて、官⺠一体となってデコ活の浸透を目指し、生活の中に自然に

脱炭素が取り組まれるライフスタイルへの転換を目指していきますので、皆様も是非「デコ活アクション」

に取り組んでみてください。 
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脱炭素社会の形成 関連する SDGs 目標 

 ２ 気候変動適応策 
【釧路市気候変動適応計画】  

（１）現状と課題 

①適応策の必要性 

近年、気温の上昇、大雨の頻度の増加、それに伴う農作物の品質低下や熱中症リスクの増加など、

気候変動によると思われる影響が全国各地で生じており、その影響は釧路市にも現れています。さら

に今後、これらの影響が長期にわたり拡大するおそれがあると考えられています。 

そのため、地球温暖化の要因である温室効果ガスの排出量を削減する対策（緩和策）に加え、気候

変動の影響による被害の回避・軽減対策（適応策）に取り組んでいく必要があります。 

このような状況下、気候変動に関する国際的な動きとして、2015 年（平成 27 年）12 月に気候

変動枠組条約の下でパリ協定が採択され、翌年 11 月に発効しました。パリ協定では、世界全体の平

均気温の上昇を産業革命前の水準に比べて２℃以内より十分に下回るよう抑えること、並びに 1.5℃

までに制限するための努力を継続するという「緩和」に関する目標に加え、気候変動の悪影響に適応

する能力並びに強靱性を高めるという「適応」も含め、気候変動の脅威への対応を世界全体で強化す

ることを目的としています。 

国内では気候変動適応の法的位置付けを明確にし、関係者が一丸となって一層強力に推進していく

べく、2018 年（平成 30 年）６月に「気候変動適応法」が成立し、同年 12 月１日に施行されまし

た。 

気候変動の影響は地域特性によって大きく異なります。そのため、地域特性を熟知した地方公共団

体が主体となって、地域の実状に応じた施策を、計画に基づいて展開することが重要となります。 

 

（２）気候の現状と将来予測 

①気温 

本市の年平均気温・最高気温・最低気温はいずれも冬の上昇量がやや大きく、冬の平均気温は 6.8℃

上昇すると予測されています。 

  

要素 年 

変化量・標準偏差 

春 

（３－５月） 

夏 

（６－８月） 

秋 

（９－11 月） 

冬 

（12－２月） 

平均気温 5.3 ± 0.7 4.6 ± 0.8 4.7 ± 0.9 5.0 ± 0.8 6.8 ± 1.2 

最高気温 4.9 ± 0.7 4.4 ± 0.8 4.6 ± 0.9 4.9 ± 0.8 5.8 ± 1.0 

最低気温 5.7 ± 0.8 4.9 ± 0.8 4.8 ± 0.9 5.1 ± 0.8 8.0 ± 1.5 

 

 

  

表 釧路の平均・最高・最低気温の変化（単位：℃） 

出典：気象庁札幌管区気象台「北海道地方地球温暖化予測情報」 
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 ②真夏日・猛暑日 

  真夏日（日最高気温が 30℃以上）の年間日数については、100 年あたり約５日の割合で上昇する

と予測されています。猛暑日（日最高気温が 35℃以上）の年間日数については、ほぼ変化なしとな

っています。 

 

要素 変化量・標準偏差 
21 世紀末 
の年間日数 

夏日 
(日最高気温２５℃以上) 

39.7 日 ± 13.3 約 43 日 

真夏日 
(日最高気温３０℃以上)  

4.8 日± 4.4 約５日 

猛暑日 
(日最高気温３５℃以上) 

出現予測無し ０日 

熱帯夜 
(日最低気温２５℃以上) 

1.9 日± 3.6 約 2 日 

  

 

③冬日・真冬日 

本市の冬日・真冬日の年間日数の将来予測は減少となっており、真冬日がほとんど出現しなくなる

と予測されています。 

 

要素 変化量・標準偏差 
21 世紀末 
の年間日数 

冬日 
(日最低気温０℃未満) 

-57.2 日± 15.4 約 100 日 

真冬日 
(日最高気温０℃未満)  

-42.6 日± 2.2 約 2 日 

 

 

 

 

 

④年降水量 

釧路地方の年降水量は約 105 ㎜増加の予測となっており、有意な増加となっています。 

 

要素 変化量・標準偏差 

年降水量 105.0mm ± 246.1 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 夏日などの年間日数の変化 
図 夏日・真夏日などの日数の変化（釧路） 

出典：気象庁札幌管区気象台「北海道地方地球温暖化予測情報」 

表 冬日などの年間日数の変化 

図 冬日・真冬日の日数の変化（釧路） 

出典：気象庁札幌管区気象台「北海道地方地球温暖化予測情報」 

表 年降水量の変化 

図 年降水量の変化（釧路地方） 

出典：気象庁札幌管区気象台「北海道地方地球温暖化予測情報」 
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 ２０２３年夏の北海道の平均気温は 1946 年の

統計開始以降、過去最高を記録しました。これ

は、札幌管区気象台の報告によるもので、亜熱帯

ジェット気流の北偏が顕著で高気圧に覆われた

ことや、南寄りの暖かく湿った空気の影響を受

けたことなどによるものだったと分析されてい

ます。 

今後、気候変動の影響により、釧路市において

も高い気温になる日数が増加することが予想さ

れますので、熱中症への備えが重要です。また、

その時々の体調や長時間の屋外作業・運動など

も要因となりますので、無理をせずに休憩・水分

補給などの予防行動をとりましょう。 

 ⑤大雨・短時間豪雨の年間発生日（回）数 

釧路地方の大雨・短時間強雨の年間発生日（回）の将来予測は増加となっており、日降水量 100ｍ

ｍ以上の大雨や１時間降水量 30ｍｍ以上の短時間強雨（バケツをひっくり返したような雨）がほぼ

毎年のように出現する予測となっています。また、現在はほとんどない１時間降水量 50ｍｍ以上の

短時間強雨（滝のように降る雨）が数年に１回程度出現する予測となっています。 

 

要素 変化量・標準偏差 

日降水量 
100 ㎜以上の日数 

0.5 ± 0.7 

１時間降水量 
50 ㎜以上の回数 

0.2 ± 0.3 

１時間降水量 
30 ㎜以上の回数 

0.7 ± 0.8 

 

 

 

 

⑥年降雪量 

  北海道の年降雪量の将来予測は 37.8％の減少となっており、本市を含む太平洋側の比率がやや大

きく 48.0％減少する予測となっています。 

 

要素 変化率・年々変動の幅 

北海道地方 -37.8％ (-54.8 ～ -19.9) 

日本海側 -32.0％ (-52.6 ～ -12.3) 

オホーツク海側 -36.1％ (-50.5 ～ -21.8) 

太平洋側 -48.0％ (-60.9 ～ -34.2) 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 大雨などの年間発生日（回）の変化（釧路地方） 

出典：気象庁札幌管区気象台「北海道地方地球温暖化予測情報」 

表 大雨などの年間発生日（回）の変化 

表 年間降雪量の変化 図 年間降雪量の変化（北海道） 

出典：気象庁札幌管区気象台「北海道地方地球温暖化予測情報」 

2023 年夏の北海道の平均気温は 1946 年の統計

開始以降、過去最高を記録しました。これは、札幌

管区気象台の報告によるもので、亜熱帯ジェット気

流の北偏が顕著で高気圧に覆われたことや、南寄り

の暖かく湿った空気の影響を受けたことなどによ

るものだったと分析されています。 

今後、気候変動の影響により、釧路市においても

高い気温になる日数が増加することが予想されま

すので、熱中症への備えが重要です。また、その時々

の体調や長時間の屋外作業・運動なども要因となり

ますので、無理をせずに休憩・水分補給などの予防

行動をとりましょう。 

熱中症に注意しましょう！ 

熱中症を予防するには？ 

環境省熱中症予防情報サイトより 
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⑦海面水温 

日本近海における 2019 年までのおよそ 100 年間の上昇率は、+1.14℃/100 年となっており、

世界平均の上昇率(+0.55℃/100 年)よりも大きく、日本の気温の上昇率(+1.24℃/100 年)と同程度

の値となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 2℃上昇シナリオ ４℃上昇シナリオ 

年平均   

年最高   

年最低   

(出典) 

Nishikawa et al. (2021), Development of high-resolution future ocean regional projectio

n datasets for coastal applications in Japan. Progress in Earth and Planetary Science, 

8:7, https://doi.org/10.1186/s40645-020-00399-z 
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（３）気候変動による影響 

 気候変動影響評価報告書（環境省 令和２年 12 月）では、「農業・林業・水産業」、「水環境・水資源」、

「自然生態系」、「自然災害・沿岸域」、「健康」、「産業・経済活動」、「国民生活・都市生活」の７つの分

野について、科学的知見に基づく専門家判断（エキスパート・ジャッジ）により「重大性」、「緊急性」、

「確信度」の３つの観点から評価されました。 

個々の気象現象と地球温暖化との関係を明確にすることは容易ではありませんが、この報告書の結果

を参考にしながら、庁内関係部局との協議などを踏まえて、本市において懸念される主な影響を整理し

ました。 

分野 項目 主な影響 

農業・ 

林業・ 

水産業 

農業 気温上昇や大雨による農作物の生育や品質などへの影響 

林業 気温上昇などによる病害虫などの発生拡大 

水産業 海水温の上昇などによる魚の回遊ルートの変化などの影響 

水環境・ 

水資源 
水資源 

豪雨、水源水温の上昇、植物プランクトンの増加による浄水処理への

影響 

自然生態系 

陸域生態系 
気温上昇や降雪量減少によってエゾシカの分布が拡大することによ

る植生への食害や農業被害など 

淡水生態系 
降水量の減少や湿度低下、積雪深の減少による釧路湿原の乾燥化とそ

れにともなう植物への影響 

自然災害・ 

沿岸域 

水害 大雨による洪水や浸水など 

沿岸 台風や波浪、海面水位上昇による高波・高潮 

山地 大雨に伴う河川への土砂供給量の増大による治水・利水機能の低下 

強風 台風による倒木など 

健康 暑熱 
高温による熱中症の増加、労働効率の低下 

気温・水温の上昇などによる食中毒のリスク増加 

産業・ 

経済活動 

製造業 
海水温上昇などによって水産物の生産量が減少することによる原材

料調達への影響 

観光業 
気温上昇や降雪量減少などによる観光・レジャーへの影響 

悪天候による屋外イベントへの影響 

国民生活・ 

都市生活 

都市インフラ・ 

ライフライン 

豪雨などによる停電 

渇水や洪水、水質悪化による水道インフラへの影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

釧路湿原における Eco-DRRの推進 

生態系の保全・再生を通じて防災・減災や生物多様性を含めた地域の課題を複合

的 に 解 決 し よ う と す る 考 え 方 を Eco-DRR （ Ecosystem-based Disaster Risk 

Reduction）といいます。 

2016 年の北海道豪雨では、釧路湿原が一旦、水を吸収して川の水位上昇を防い

だことで、大被害を免れたという例があることから、今後気候変動の影響で増加す

ることが懸念される豪雨災害対策のためにも、釧路湿原の保全が重要であること

が分かってきています。 

環境省が事務局を務める気候変動適応北海道広域協議会においても、内部に設

けた Eco-DRR 分科会において検討を進め、広域アクションプランを策定しました。 

釧路市も協議会のメンバーとして、引き続き情報交換などを行っていきます。 
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（４）分野別の適応策 

 本市において懸念される主な影響を踏まえ、各分野の適応策として、本市の地域特性を踏まえた適応

策を講じていきます。 

 また、気候変動やその影響について、国や関係機関との連携による最新の科学的知見などの収集に努

め、取り組みの追加・変更の必要性を検討し、適応策の充実を図ります。 

 

【気候変動の影響に対する適応策（市が行う施策）】 

分野 項目 適応策 

農業・ 

林業・ 

水産業 

農業 
営農への影響についての情報収集 

大雨による被害を受けた農道の緊急工事 

林業 薬剤散布による森林保護 

水産業 

増養殖への影響についての情報収集および事業者などによる調査研

究への支援 

海藻類の繁茂対策 

カーボンニュートラルに貢献する水産養殖の推進 

水環境・ 

水資源 
水資源 

原水水質の変化に対応可能な浄水処理技術の導入や知見の共有 

釧路川流域市町村や関係機関との連携による水源保全 

水質モニタリングなどによる水質管理体制の確保 

自然生態系 

陸域生態系 
狩猟団体への有害鳥獣駆除業務の委託などによるエゾシカの個体数

抑制 

淡水生態系 
地域適応コンソーシアム事業（北海道・東北地域）への参画と、釧路

湿原への影響調査についての情報収集 

自然災害・ 

沿岸域 

共通 
釧路市地域防災計画などによる災害予防、応急対策の整備、地盤など

の情報共有、道路管理体制の強化 

水害 

河川整備事業による遊水地・河川の整備 

河川の定期的な浚渫工事 

雨水管の整備 

沿岸 管理者に対する漁港・海岸整備についての要望の実施 

山地 造林事業や伐採処理による風倒木への対応 

強風 
公共造林事業による倒木の残材・枝などを整理する特殊地拵えや気象

災害復旧造林 

健康 暑熱 
熱中症予防に関する情報発信 

食中毒や感染症に関する関係団体・事業者などへの指導や予防策の啓発  

産業・ 

経済活動 

製造業 新たな原材料を使用した加工品製造の支援 

観光業 観光業への影響についての情報収集 

国民生活・ 

都市生活 

都市インフラ・ 

ライフライン 

釧路市地域防災計画などによる災害予防、応急対策の整備 

水道施設における停電マニュアルの整備 

共通  出前講座や啓発リーフレットの配布などによる適応策の意識啓発 
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循環型社会の形成 関連する SDGs 目標 

 
１ ごみの減量化とリサイクルの推進 

 

 

（１）現状と課題 

本市の家庭から排出される廃棄ごみ量（１人１日当たり）は、政令市の札幌市を除く道内の主な都

市９市中最も多く排出されています。 

この要因として、本市は道内の主な都市の中でも高齢化率が高く、世帯構成における単身世帯の比

率も高い傾向にあり、少量に個包装された商品など使い捨ての商品を購入するといった消費傾向があ

ると考えられます。循環型社会の実現に向けては、限りある資源を有効利用するため、ごみの減量に

つながる発生抑制（リデュース）・再使用（リユース）の取り組みをより一層推進し、資源物を含めた

ごみ全体を減量することが必要です。 

一方、廃棄ごみの中には、プラスチック製容器包装や雑がみといった、本来、資源物として排出す

べきものが多く排出されています。発生抑制・再使用に取り組むとともに、再生利用（リサイクル）

の取り組みも進める必要があります。 

 

（２）目標と管理指標 

 
基準年度 

2019 年度 

目標年度 

2030 年度 

ごみ排出量※1 68,857 トン 62,597 トン 

市民ひとり 1 日あたりの家庭系廃棄ごみ量※2 568 グラム 543 グラム 

リサイクル率※３ 19.87％ 26.80％ 

※1 資源物を含めた家庭ごみ・事業系一般廃棄物の総量 

※2 資源物を除いた市民ひとり１日あたりの家庭ごみの量 

※3 ごみ排出量のうちリサイクル量の割合 

 

（３）施策の方向性（★印は重点的な取り組み） 

①ごみの減量化とリサイクルの推進 

ごみ減量化の推進★ ▷ ごみ発生・排出抑制に向けた行動を推進していきます。 

▷ 市民・事業者などと協働し、ごみの減量化に向けて取り組んでいきます。 

▷ 食品ロス削減に向けた、普及啓発を進めていきます。 

▷ 生ごみの水切りや堆肥化による減量化・資源化を推進します。 

▷ 公共施設からの廃棄物の減量化・資源化に努めます。 

▷ 不要となったものを、再利用する取り組みを継続して進めていきます。 

▷ 未・低利用水産物の有効利用を促進します。 

リサイクルの推進★ ▷ 市民へ、分別・排出を行う必要性や実施の効果などについて普及啓発し

ていきます。 

▷ 市民や団体などに対し、集団資源回収が取り組みやすい環境づくりを進

めていきます。 

▷ 資源物の回収拠点を増やすなど、利便性の向上を検討していきます。 

▷ 廃棄物の再資源化に向けた調査などを進めていきます。 
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②バイオマスの利活用 

バイオマスの利活用 ▷ 下水汚泥や家畜排せつ物の有効利用を促進します。 

▷ 木質ペレットの利用を促進します。 

 

（４）市民・事業者の取り組み 

市民 

▷ 不要なものは買わない、もらわないを心がけます。 

▷ 食べ残しを減らし、食品ロス削減に努めます。 

▷ 生ごみの水切りや堆肥化、分別の徹底に取り組みます。 

▷ マイバッグ・マイボトルを携帯して利用します。 

▷ 詰め替えできる製品やリサイクル製品を選んで購入します。 

▷ 販売店の店頭回収や、地域の集団資源回収に協力します。 

▷ ごみの分別排出を徹底します。 

事業者 

▷ 事業活動の過程で発生する廃棄物の減量に努めます。 

▷ グリーン購入の取り組みを実施します。 

▷ 包装の簡素化に努めます。 

▷ 飲食店は食品ロス削減の推進に協力していきます。 

▷ 廃棄物の処理に当たっては関係法令を遵守し、リサイクルを推進します。 

▷ ごみの分別排出を徹底します。 

▷ 従業員に対して、ごみの減量行動を徹底させます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

廃棄物の減量を図るためには、廃棄物の発生自体を抑制し

（リデュース：Reduce）、使用を終えた製品の形を変えずにほ

かの利用法で用いる（リユース：Reuse）、最後に再生利用す

る（リサイクル：Recycle）ことが必要であり、これらの頭文

字をとって３Ｒと呼ぶことで、環境配慮に関するキーワード

としています。 

釧路市の可燃ごみの中身の調査では、生ごみの中に食品ロ

スに該当するものが 3.9％含まれているという結果が出てい

ます。これは、年間で約 1,170 トン（令和元年度調査）、１人

１日あたりに換算しますと約 20ｇとなり、１週間程度で茶碗

１杯分のご飯を捨てていることに相当します。食品ロスは市

⺠一人ひとりの心がけで削減することが可能です。食材を買

い過ぎない、料理を食べ切るなど、食品ロス削減に向けて皆

さんのご協力をお願いいたします。 

ごみを減らすためにできること 

食品ロスを減らしましょう 

減らす

繰り返し使う

再利用する

リ デ ュ ー ス 

リ ユ ー ス 

リ サ イ ク ル 

調理くずなど 
96.1％ 

食品ロス 3.9％ 

（年間 1,170 トン） 
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循環型社会の形成 関連する SDGs 目標 

 
２ ごみの適正処理 

 

 

（１）現状と課題 

ごみステーションにおいては、カラス・小動物によるごみの散乱や管理に関するトラブル、分別・

排出ルールが守られない不適正排出などの問題があります。また、市外からの転入者が多い共同住宅

では、一戸建て住宅と比べて分別・排出ルールが十分に浸透していないことが不適正排出によるごみ

の散乱に繋がる傾向があることから、市民と連携を図りながら、市の職員による日常的な排出状況の

調査や巡回指導などを実施しています。 

また、今後さらなる高齢化が予想される中で、これまで以上にごみの分別やごみ出しが困難になる

世帯が増加すると考えられます。こうした状況に対応するため、高齢になっても誰もが安心してごみ

出しができる仕組みづくりを進めていく必要があります。 

 

（２）目標と管理指標 

 基準年度 

2017 年度 

目標年度 

2030 年度 

埋め立て処分量※ 10,812 トン 9,605 トン 

※ 次期最終処分場を使用する６市町村の合計 

 

（３）施策の方向性（★印は重点的な取り組み） 

①ごみの適正処理の推進 

環境美化の推進★ ▷ 日常的なパトロールや排出ルールなどの指導によりごみステーション

の管理支援に努めます。 

▷ 町内会や分別収集協力員などのごみステーション美化を支援します。 

▷ 「釧路市みんなできれいな街にする条例」に基づいた、清潔で美しいま

ちづくりや快適な生活環境の保全を進めていきます。 

▷ 共同住宅所有者や仲介業者に対し、共同住宅居住者への分別・排出ルー

ルの働きかけを進めます。 

高齢者などへの対応 ▷ 要介護者などのごみ排出困難者を支援するため、「ふれあい収集」の効

率的な運用による対応などを検討していきます。 

産業廃棄物の適正処理 ▷ 建設材廃棄物などの有効利用を促進します。 

廃棄物処理施設の整備 ▷ 釧路市資源リサイクルセンターなどの中間処理施設の適正な維持管理

を継続していきます。 

▷ ごみの減量化を徹底し、最終処分場への埋め立て処分量削減に努めま

す。 

▷ 新たな最終処分場の整備を進めていきます。 

 

  



 

 

45 

 

②ポイ捨て・不法投棄の防止 

不法投棄対策の強化★ ▷ 巡視パトロールを継続し、不法投棄の未然防止に努めます。 

▷ 「自然の番人宣言」による取り組みを進め、ごみの不法投棄の撲滅に努

めます。 

 

（４）市民・事業者の取り組み 

市民 

▷ ごみ出しのルールを守ります。 

▷ ごみステーションの美化に努めます。 

▷ 不法投棄やポイ捨ては行いません。 

▷ 所有・管理している場所に不法投棄されないよう、適切に管理します。 

▷ 不法投棄を発見した場合は、直ちに関係者に通報します。 

事業者 

▷ 不法投棄や不適正処理は行いません。 

▷ 所有・管理している場所に不法投棄されないよう、適切に管理します。 

▷ 事業所周辺の清掃活動などを積極的に行います。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自然の番人宣言は、釧路圏域に住む人が自ら「自然の番人」として不

法投棄やポイ捨てに目を光らせ、釧路湿原国立公園、阿寒摩周国立公園、

厚岸霧多布昆布森国定公園をはじめとする貴重な自然環境を守り、次世

代に引き継いでいこうとするもので、2006 年（平成 18 年）４月に管内

８市町村が共同で制定しました。この宣言は道内初のもので、抑止力を

法律などの罰則に求めるのではなく、勇気を持って通報する仕組みの徹

底や環境教育の充実など、宣言に基づく行動計画の実施によって住⺠運

動として定着させることを目的としています。 

 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」では、廃棄物を不法に投棄し

た者は５年以下の懲役もしくは 1,000 万円（法人は３億円）以下の罰金、

またはこれらの併科となっています。未遂の場合でも同様の罰則が科せ

られます。 

不法投棄をする現場を目撃した場合は、釧路警察署や最寄りの交番へ

通報してください。不法投棄された場所や投棄物を発見した場合は、市

環境事業課（電話 24－4146）へ通報してください。 

警告 

自然の番人宣言 

不法投棄は犯罪です！ 
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自然との共生社会の実現 関連する SDGs 目標 

 
１ 生物多様性の確保 

 

 

（１）現状と課題 

本市は太平洋に面し、新釧路川や釧路湿原、春採湖・阿寒湖・パシクル沼などの湖沼、阿寒・音別地

域における広大な森林など、多彩で雄大な自然環境に恵まれた都市です。この自然環境に抱かれ、特別

天然記念物のタンチョウをはじめとする野生動物が数多く生息しています。 

都市化が進む中、動植物の生息・生育環境の減少や有害鳥獣の増加、外来種による問題など、生態系

に少なからず影響が出ていると考えられます。そのため、自然環境の保全と動植物の保護管理、外来種

の防除などの対応が必要となります。 

 

（２）目標と管理指標 

「生物多様性の確保」については、数値目標は設定しません。 

 

（３）施策の方向性（★印は重点的な取り組み） 

①自然環境の保全 

釧路湿原国立公園と阿寒摩周

国立公園の保全 

▷ 国・北海道・関係町村と連携し、２つの国立公園の自然環境の保

全と整備の促進を図ります。 

阿寒湖の保全★ ▷ 国・北海道・関係町村と連携し、マリモを中心とした阿寒湖の生

物多様性を確保するため、世界遺産登録を目指した推進活動の展

開と保全体制の整備を行います。 

春採湖の保全★ ▷ 春採湖の水質を調査し、現況の把握に努めます。 

▷ 春採湖環境保全計画を策定し推進します。 

河川などの保全 ▷ 準用河川および普通河川の維持管理を行います。 

緑地の保全 ▷ 関係機関や市民との連携協力、法制度などの適正な運用や土地利

用の適正な誘導により、緑地の保全に努めます。 

 

②鳥獣保護・管理の推進 

希少な野生生物の保護増殖★ ▷ 国や北海道と連携し、絶滅のおそれのある種の保護・増殖を図

ります。 

▷ マリモの調査研究を進め、適切な保護管理体制の構築を図ります。 

野生生物の保護管理 ▷ 国や北海道と連携し、エゾシカやヒグマなど市民生活や事業活動

に影響を及ぼしている野生動物の適正な保護管理を進めます。 

天然記念物の保護・保全 ▷ 学術上価値の高い動植物などの調査研究を進め、個体および存在

する地域の保護・保全に努めます。 

特定外来生物の防除 ▷ 市民生活や事業活動に影響を及ぼしている特定外来生物の生息状

況などの情報収集・情報提供を行い、防除活動を行います。 
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③地域の自然に対する理解と発信 

自然観察や学習機会の確保 ▷ 自然環境保全への関心と理解を高めるため、自然観察会の開催

や、自然観察に役立つ情報提供を行います。 

地域のラムサール条約登録湿

地における保全活動の発信 

▷ 釧路国際ウェットランドセンターを中心に関係機関と連携し、地

域の登録湿地における保全活動を国内外に広めます。 

 

（４）市民・事業者の取り組み 

市民 

▷ 生物多様性への関心と理解を深めます。 

▷ 自然の動植物をむやみに採取しないようにします。 

▷ 外来生物による生態系への影響を認識し、外来生物を自然に放さないようにし

ます。 

▷ 特定外来生物の防除活動に参加します。 

▷ 自然観察会などに積極的に参加します。 

事業者 
▷ 貴重な動植物や天然記念物の生息・生育地での開発を回避するよう努めます。 

▷ 事業活動を通し、生物多様性への貢献に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

生態系の基本的構成要素である野生生物は、その多様性によって生態

系のバランスを維持していることから、自然環境を保全していくために

は、生物相全体を保全することが重要です。特に絶滅のおそれのある種に

ついては、増殖に努め、個体数を回復していくことが求められています。 

本市では、タンチョウ、シマフクロウなどの希少種の増殖を進めていま

す。 

 

生物多様性とは 

 釧路国際ウェットランドセンターとは 

ラムサール条約登録湿地とは 

釧路国際ウェットランドセンターは、湿地の自然を守りつつ、その恵み

を人の暮らしにいかす「湿地のワイズユース」の考え方とその具体的な方

法を広めるため、地元釧路を中心に活動を行っている団体です。 1993 年

（平成５年）に釧路市内で開かれたラムサール条約第 5 回締約国会議をき

っかけに 1995 年（平成７年）に設立されました。 

釧路国際ウェットランドセンターは、地域の登録湿地にかかわる地方自

治体・国の機関や地域の大学、湿地保全関係の NGO や専門家などで構成

されています。 

ラムサール条約は 1971 年（昭和 46 年）２月２日にイランのラムサール

という都市で開催された国際会議で採択された、湿地に関する条約です。

正式名称は「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」

ですが、採択の地にちなんで「ラムサール条約」と呼ばれています。 

この条約が定める国際的な基準に照らして、保全が必要とされる条約締

結国の湿地は「ラムサール条約登録湿地」として指定され、各国で湿地の保

全活動が進められています。 
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自然との共生社会の実現 関連する SDGs 目標 

 
２ 自然の持続可能な利用 

 

 

（１）現状と課題 

本市の多彩な自然環境は、酪農を主力とする農業生産、豊富な森林資源を有する林業、そして国内有

数の水揚げ量を誇る水産業に恩恵をもたらしています。しかし、環境に配慮せず産業活動を進めると、

野生鳥獣による農業被害・草地の質低下・森林の生育阻害・海洋ごみなどによる漁場環境の悪化につな

がることから、自然の持続可能な利用に向けた取り組みを進める必要があります。 

また、本市には指定文化財となっている多くの史跡や天然記念物などが自然と一体となっており、こ

れらと身近にふれあうことができます。私たちに安らぎを与えてくれるその歴史・文化的環境を良好な

状態で保全し、今後も活用していくため、環境整備や情報発信に努める必要があります。 

 

（２）目標と管理指標 

「自然の持続可能な利用」については、数値目標は設定しません。 

 

（３）施策の方向性（★印は重点的な取り組み） 

①持続可能な農林水産業の推進 

森林資源の循環利用 ▷ 森林が持つ多面的機能の発揮を図る森林づくりを進めます。 

▷ 市有林を整備し間伐材の利活用に努めます。 

水産資源の適切な保全管理★ ▷ 廃網、ロープ、ワイヤーなどを処理し海洋汚染を防止します。 

▷ 「プラスチック・スマート」に賛同し、海洋プラスチックごみ問

題に対する取り組みに参加協力します。 

持続可能な農業 ▷ 下水汚泥の農地利用を推進します。 

▷ 家畜排せつ物の適正処理指導を行います。 

▷ エゾシカによる農作物の被害を防止する対策を推進します。 

 

②歴史・文化的環境の保全 

史跡や天然記念物の保護と 

活用 

▷ 史跡や天然記念物などの指定文化財を保護するとともに、公園や

緑地としての活用を進めます。 

▷ 学術上価値のある文化・自然資産を調査研究し、新たな文化財の

発掘と保護に努めます。 

▷ 文化財に対する理解を深めるための情報提供を行います。 
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（４）市民・事業者の取り組み 

市民 

▷ 間伐材を利用した製品などを積極的に利用します。 

▷ レジ袋の削減などを通して、海洋プラスチックごみ問題に関心を深めます。 

▷ 史跡や天然記念物への関心と理解を深め、保護・保全に努めます。 

事業者 

▷ 海洋や河川など公共用水域への不法投棄などを行いません。 

▷ 史跡や天然記念物への関心と理解を深め、保護・保全に努めます。 

▷ 「プラスチック・スマート」に賛同し、海洋プラスチックごみ問題に対する取り

組みに参加協力します。 

▷ 家畜の排せつ物は適正に処理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

海洋プラスチックごみ問題については、地球規模での

環境汚染が国際的にも懸念されています。我が国も「プ

ラスチック・スマート」を旗印に幅広い主体が連携協働

して取り組みを進めていくよう、ロゴマークを設定する

などしてキャンペーンを展開しており、本市もこれに賛

同しています。  

さらに、これに関連して日本財団と環境省が 5 月 30 日

（ごみゼロの日）～6 月 8 日（世界海洋デー）前後まで

を「海ごみゼロウィーク」と定め、海洋ごみ削減に向け

た全国一斉の清掃活動を推進しています。本市も「釧路

市マチをきれいにする推進協議会」と連携し、本活動に

参加しています。 

プラスチック・スマートとは 

森林は、生物多様性の保全、土砂災害の防止、水源のかん養、保健休養の場の提供な

どの極めて多くの多面的機能を有しており、私たちの生活と深くかかわっています。日

本学術会議の答申では、森林には次のような機能があるとされています。 

 

①生物多様性保全機能 遺伝子や生物種、生態系を保全するという、根源的な機能 

②地球環境保全機能 二酸化炭素の吸収や蒸発散作用による、地球規模での自然 

環境調節 

③土砂災害防止・ 

土壌保全機能 
森林の下層植生や落枝落葉が地表の浸食を抑制、張り巡らさ

れた根による土砂の崩壊を防除 

④水源かん養機能 降水を貯留することによる洪水の緩和、川の流量安定、また

雨水が森林土壌を通過することによる水質浄化 

⑤快適環境形成機能 蒸発散作用などにより気候を緩和、防風や防音、樹木の樹冠

による塵埃の吸着、いわゆるヒートアイランド現象の緩和 

⑥保健・レクリエーション 

機能 
フィトンチッドと呼ばれる樹木からの揮発性物質などに 

よる健康増進効果、行楽やスポーツの場の提供 

⑦文化機能 行楽や芸術の対象、伝統文化伝承の基盤、森林環境教育や 

体験学習の場としての役割 

⑧物質生産機能 木材の生産、各種抽出成分、キノコの提供 
 

このように森林は私たちの生活を豊かにしてくれる役割を担っています。 

森林の持つ多面的機能 
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住み良い生活環境の確保 関連する SDGs 目標 

 
１ 大気環境の保全 

 

 

（１）現状と課題 

大気汚染は、主に工場・事業場の固定発生源や自動車などの移動発生源からの汚染物質によって

生じます。本市における大気汚染は都市型と産業型の複合型であり、主な原因には、工場・事業場

の燃料使用および排ガス、冬期間の暖房使用に伴って排出されるばい煙、自動車による排気ガスな

どがあります。また、近年は微小粒子状物質（PM2.5）が大陸からの越境汚染により高濃度になる

ことがあり、高齢者などの高感受性者に対する情報提供が求められます。 

このことから、本市では大気の状況を常時監視するため、一般大気環境の測定局として昭和小局

と高専局を管理運営し、二酸化硫黄・二酸化窒素・浮遊粒子状物質(SPM) ・微小粒子状物質（PM2.5）

について測定を実施しています。 

 

悪臭は一般に多成分・低濃度の複合気体であり、人の嗅覚によって直接感知されるいわゆる感覚公

害です。40 万種以上あると言われる有臭物質の中で、腐敗臭のような人に不快感や嫌悪感を与える

悪臭が工場・事業場などから排出され、周辺住民の生活環境を損なうと「悪臭公害」となります。 

本市における主な悪臭の発生源には、魚粕・ミール工場などがありますが、近年は燃料費の高騰に

伴い、廃材や廃油を利用したボイラー・ストーブを使用する事業者が増え、そこから発生する煙の臭

気に関する苦情が増加しています。 

 

（２）目標と管理指標 

 基準年度 

2019 年度 

目標年度 

2030 年度 

大気汚染に係る環境基準達成率 100％ 100％ 

 

（３）施策の方向性（★印は重点的な取り組み） 

①大気汚染・悪臭の防止 

大気環境の現況把握 ▷ 大気汚染物質・悪臭物質の測定を実施し、大気環境の的確な把

握に努めます。 

事業活動による大気汚染の 

未然防止★ 

▷ 公害防止協定を締結している工場・事業場などと協力し、大気

汚染の未然防止に努めます。 

▷ 企業に対し、環境保全設備の導入を支援します。 

▷ マニュアル作成などにより、事業者への公害関係法令に係る手

続きを支援します。 

▷ 廃棄物の不適正な焼却を防止するため、法令などに基づく指導

や啓発を進めます。 

▷ 廃材や廃油を利用したボイラー・ストーブの適正な使用や管理

について、指導・啓発していきます。 
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PM2.5 対策 ▷ ＰＭ2.5 の高濃度発生に伴う注意喚起が必要となった際は、北

海道と連携し迅速に対応します。 

自動車交通対策 ▷ 公共交通機関の利便性向上や、歩道・自転車道の整備など、環

境負荷の低い交通体系の構築に努めます。 

▷ エコドライブや次世代自動車の普及を推進します。 

アスベスト対策 ▷ 市有施設におけるアスベストの使用状況を把握し、飛散防止に

努めます。 

▷ 関係機関と連携・協力して、建築物の解体現場などから大気中

への飛散防止対策の徹底を図ります。 

 

（４）市民・事業者の取り組み 

市民 

▷ 自動車を運転する際はエコドライブを実践し、買い替えの際は次世代自動車の購

入を検討します。 

▷ ごみの野焼きは行いません。 

▷ 薪ストーブを使用する際は、燃料を適切に管理し、過剰に煙が発生しないよう努

めます。 

事業者 

▷ ごみの野焼きは行いません。 

▷ 廃材や廃油を燃料とする際は、燃料を適切に管理し、過剰な煙や有害物質が発生

しないよう努めます。 

▷ 事業活動における大気汚染物質の排出削減、悪臭の防止に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により、一部の例外を除いてごみの焼却は禁止されています。

これに違反し、ごみの焼却をした場合、「５年以下の懲役、１千万円以下の罰金、又はこの併科」の対象

となりますので、ご注意ください。 

また、2001 年（平成 13）年４月１日からは法律が改正され、「廃棄物処理基準に従って行う廃棄物の

焼却」、「公益上若しくは社会の習慣上やむを得ない廃棄物の焼却」、「周辺地域の環境に与える影響が軽

微である廃棄物の焼却」による場合を除き、廃棄物の焼却はしてはならないことになりました。したが

って、石油缶やドラム缶、土管はもちろん、簡易焼却炉などを使ってごみを焼却することは禁止され、

違反した場合は上記の罰則の対象となります。 

ごみの野焼きは禁止です！ 



 

 

52 

住み良い生活環境の確保 関連する SDGs 目標 

 
２ 水環境の保全 

 

 

（１）現状と課題 

水は飲用のほか、日常生活、農水産業、工業などいろいろな目的で利用されており、人の生活に必要

不可欠なものの一つです。また、野生生物の生息のためにも良好な水環境が必要です。この大切な水が、

事業場排水や生活排水などからの有機物や有害な物質によって汚染されることを水質汚濁といいます。

河川、湖沼、海域などの公共用水域の水質汚濁を防止するため、人の健康の保護に関する環境基準（健

康項目）と、水系ごとに類型を指定する生活環境の保全に関する環境基準（生活環境項目）が設定され

ています。本市では環境基準の水域類型が指定されている新釧路川・釧路川・阿寒川・春採湖・阿寒湖・

釧路海域のほか、それらの支川などについても北海道と協力して調査を行い、水環境の現況把握に努め

ています。 

近年は下水道の普及に伴い、汚濁の原因となる生活排水の処理率は市内全体で 90％を超えています

が、下水道事業計画区域外においては汲み取り便槽や単独処理浄化槽を使用している、いわゆる未水洗

化世帯が多く残っており、合併処理浄化槽への転換推進が課題となっています。 

 

（２）目標と管理指標 

 基準年度 

2019 年度 

目標年度 

2030 年度 

河川の水質汚濁に係る環境基準（ＢＯＤ） 

達成率 
100％ 100％ 

生活排水処理率※ 94.5％ 94.9％ 

※市内の人口のうち、下水道に接続または合併処理浄化槽を使用している人口の割合。 

 

（３）施策の方向性（★印は重点的な取り組み） 

①水質汚濁の防止 

水環境の現況把握 ▷ 公共用水域などにおける水質汚濁物質の測定を実施し、水環境

の的確な把握に努めます。 

事業活動による水質汚濁の 

未然防止 

▷ 公害防止協定を締結している工場・事業場などと協力し、水質

汚濁の防止に努めます。 

▷ マニュアル作成などにより、事業者への公害関係法令に係る手

続きを支援します。 

▷ 水道水源保全のための普及啓発を行います。 

▷ 企業に対し、環境保全設備の導入を支援します。 

生活排水の適正処理★ ▷ 未水洗化世帯への下水道接続および合併処理浄化槽設置を促

進していきます。 

▷ 単独処理浄化槽からの転換促進を図るとともに、浄化槽の適正

管理を推進します。 

▷ 下水道施設などの適正な管理運営を進めます。 
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（４）市民・事業者の取り組み 

市民 

▷ 下水道整備済の区域においては、公共下水道への早期接続に努めます。 

▷ 下水道事業計画区域外においては、合併処理浄化槽の設置に努めます。 

▷ 単独処理浄化槽の設置者は、合併処理浄化槽への転換を検討します。 

▷ 浄化槽設置者は、法令に基づいた各種点検・清掃の実施に努めます。 

事業者 

▷ 事業活動における水質汚濁物質の排出削減に努めます。 

▷ 単独処理浄化槽の設置者は、合併処理浄化槽への転換を検討します。 

▷ 浄化槽設置者は、法令に基づいた各種点検・清掃の実施に努めます。 

▷ 家畜排せつ物が河川に流出しないよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

浄化槽を使用する人は、浄化槽法により法定検査を受けることが義務付けられて

います。法定検査には、新たに設置された浄化槽について工事が正しく行われたか

を確認する検査（法第 7 条検査）と、毎年 1 回浄化槽の維持管理が適切に行われて

いるかを確認する検査（法第 11 条検査）があります。 

浄化槽を使用する人はこのほかにも、浄化槽の状態を適切に保つための「保守点

検」と、浄化槽の中の汚れを洗浄する「清掃」が法律で義務付けられています。 

浄化槽を適切に維持管理して、水環境の保全に努めましょう。 

 

汚れた水をそのまま排水として流した場合、魚が棲める水質（ＢＯＤ５mg／Ｌ以下）にす

るにはバスタブ（300Ｌ）何杯分の水が必要になるでしょうか。 

 

流したもの バスタブ何杯分？ 

使用済みてんぷら油 
（20mL） 

 
 
 

20 杯 

牛乳コップ１杯 
（200mL） 

 
 
 

11 杯 

ビールコップ１杯 
（180mL） 

 
 
 

10 杯 

じゃがいも味噌汁１杯 
（180mL） 

 
 
 

4.7 杯 

コメのとぎ汁１回目 
（500mL） 

 
 
 

４杯 

出典：環境庁生活雑排水対策推進指導指針 

浄化槽の法定検査 

汚れた川をきれいにするには？ 
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住み良い生活環境の確保 関連する SDGs 目標 

 
３ 音環境の保全 

 

 

（１）現状と課題 

騒音・振動は人の感覚に直接影響を与え、日常生活の快適さを損なうことで問題になることが多く、

感覚公害と呼ばれています。とりわけ騒音は、発生源が工場・事業場、建設作業や交通機関、さらには

私たちの家庭生活によるものまで多種多様です。振動は、工場・事業場、建設作業、道路などから発生

する振動が主に地盤を媒体として伝わり周辺住民の生活環境に影響を与えるもので、その発生源は騒音

とほぼ同一であり、騒音とともに発生することが多くなっています。 

本市における騒音に関する苦情としては、建設作業によるものが最も多く、また、住宅と近接してい

る工場・事業場からの騒音についても苦情が寄せられています。近年では、生活様式の多様化に伴い、

家庭生活に起因する近隣騒音などによる苦情が寄せられています。 

これらの音環境の把握のため、本市では一般環境騒音、自動車騒音・振動、航空機騒音の測定を実施

しています。 

 

（２）目標と管理指標 

 基準年度 

2019 年度 

目標年度 

2030 年度 

一般地域における騒音に係る環境基準の 

達成率 
100％ 100％ 

自動車騒音に係る環境基準達成率 

（昼夜とも達成）※ 
98.0％ 100％ 

※評価する区間の道路端から 50m の範囲内にあるすべての住居など（事務所ビルや工場は対象外）のうち、 
環境基準を達成していると推計される戸数の割合。 

 

（３）施策の方向性（★印は重点的な取り組み） 

①騒音・振動の防止 

音環境の現況把握 ▷ 一般環境騒音、自動車騒音・振動、航空機騒音の測定を実施し、

騒音振動の的確な把握に努めます。 

事業活動による騒音振動の 

未然防止 

▷ 公害防止協定を締結している工場・事業場などと協力し、騒音

振動の防止に努めます。 

▷ 関係法令に基づく特定事業場や特定建設作業に対し、規制や指

導を実施します。 

▷ 企業に対し、環境保全設備の導入を支援します。 

▷ マニュアル作成などにより、事業者への公害関係法令に係る手

続きを支援します。 

自動車交通対策 ▷ 公共交通機関の利便性向上や、歩道・自転車道の整備など、環

境負荷の低い交通体系の構築に努めます。 

▷ エコドライブを推進します。 
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（４）市民・事業者の取り組み 

市民 

▷ 自動車を運転する際はエコドライブを実践し、買い替えの際は次世代自動車の購

入を検討します。 

▷ 近隣に配慮し、過度な生活騒音を出しません。 

事業者 

▷ 事業活動における騒音・振動の低減に努めます。 

▷ 建設作業などにおいては、低騒音・低振動型の建設機械使用するよう努め、周辺

住民への周知を徹底します。 

 

 

 

 

 

  

 

「エコドライブ」は自動車から排出される温室効果ガスを削減するだけでなく、自動車から発生する騒音の

低減も期待できます。警察庁、経済産業省、国土交通省および環境省で構成するエコドライブ普及連絡会では、

エコドライブの普及・推進のため「エコドライブ 10 のすすめ」を策定しています。 

 

１．自分の燃費を把握しよう 

２．ふんわりアクセル「eスタート」 

３．車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少ない運転 

４．減速時は早めにアクセルを離そう 

５．エアコンの使用は適切に 

６．ムダなアイドリングはやめよう 

７．渋滞を避け、余裕をもって出発しよう 

８．タイヤの空気圧から始める点検・整備 

９．不要な荷物はおろそう 

10．走行の妨げとなる駐車はやめよう 

 

以上のうち、できることから実践し、エコドライブを始めてみましょう。 

エコドライブ１０のすすめ 
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住み良い生活環境の確保 関連する SDGs 目標 

 
４ 快適な生活環境の確保 

 

 

（１）現状と課題 

近年の公害苦情は、事業活動に関するものに加え、身近な市民生活によるものも増えてきており、

法令で対応しきれないものは当事者同士のコミュニケーションを図り、解決していくことが重要です。

また、私たちの身の回りにある多種多様な化学物質は、日常生活や事業活動に恩恵を与える一方で、

人の健康や生態系に有害な影響を及ぼすものもあります。これら化学物質の排出抑制はもとより、排

出量の実態把握が重要となります。 

 

（２）目標と管理指標 

「快適な生活環境の確保」については、数値目標は設定しません。 

 

（３）施策の方向性（★印は重点的な取り組み） 

①公害防止対策 

公害の未然防止 ▷ 公害防止協定を締結している工場・事業場などと協力し、公害

の未然防止に努めます。 

▷ 公害関係法令に係る届出の受付審査をし、規制基準などの指導

を行います。 

▷ 企業に対し、環境保全設備の導入を支援します。 

▷ 公害苦情の受付および発生源への指導などを行います。 

▷ 特定建設作業などに関する届出を徹底させ、現況の把握と現場

周辺への周知を図ります。 

▷ マニュアル作成などにより、事業者への公害関係法令に係る手

続きを支援します。 

 

②有害化学物質汚染の防止 

有害化学物質汚染の現況把握 ▷ 北海道と連携し、大気・水・土壌などに含まれる有害化学物質

の的確な把握に努めます。 

事業活動による有害化学物質

汚染の未然防止★ 

▷ 廃棄物の不適正な焼却を防止するため、法令などに基づく指導

や啓発を進めます。 

▷ 農薬などによる土壌の汚染などを防止するため、農地や公共施

設などにおける農薬などの適正な使用と管理に努めます。 

▷ 公共事業などにおける有害化学物質汚染の防止に努めます。 

▷ 公共施設における有害化学物質の使用状況把握と、適正な処分

に努めます。 

▷ 産業廃棄物処理施設の設置者と「環境保全に関する協定」締結

し、環境への配慮を推進します。 

▷ 有害ごみの適正処理を推進します。 
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（４）市民・事業者の取り組み 

市民 

▷ 近隣とのコミュニケーションに努めます。 

▷ ごみの分別方法や排出方法を理解し、有害ごみを適切に排出します。 

▷ 近隣に配慮し、過度な生活騒音を出しません。 

事業者 

▷ 地域住民とのコミュニケーションに努めます。 

▷ 公害苦情が発生した場合は速やかに対処します。 

▷ 化学物質を適正に管理・使用し、国などへ報告します。 

▷ 農薬の適正使用に努めます。 

▷ 有害ごみの適正処理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

建設作業を行う場合は、必ず周辺住⺠に対して作業内容や工期について十分な説明を行ってください。説明

が無かったり、説明が不足すると周辺住⺠の感情を害しやすく、トラブルの原因となってしまいます。騒音や

振動の程度に応じてできるだけ広範囲に周知を行い、低騒音型の機械や工法を採用するなどして、周辺の生活

環境保全に努めてください。 

 

また、騒音規制法・振動規制法に基づく特定建設作業にあたる工事（作業）を実施する際は、事前の届出が

必要です。さらに、本市においてはこれに該当しない建設作業（１日を超えない作業、指定地域外の作業など）

についても「釧路市建設作業指導要綱」に基づく報告書を提出する必要があります。法令などに十分留意の上、

工事に着手してください。 

建設工事のその前に 
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住み良い生活環境の確保 関連する SDGs 目標 

 
５ 良好な景観形成の推進 

 

 

（１）現状と課題 

景観は、市民生活や事業活動、自然・歴史・文化などの周辺環境が重なり合って形をなす佇まいで

あり、潤いのある個性豊かなまちづくりには不可欠なものです。 

本市は、優れた自然の風景地である阿寒摩周、釧路湿原の２つの国立公園をはじめ、阿寒・音別地

域における森林や田園、丘陵などの自然景観とともに、幣舞橋や釧路フィッシャーマンズワーフＭＯ

Ｏが立地する都市的景観を有しています。このような良好な景観を保全するため、建築物などの新築

や増改築などに対して、周辺景観との調和について協力を求めるなどの対応を図ってきました。 

また、本市の景観施策をより一層推進するため、2008 年（平成 20 年）には景観法に基づく景観

行政団体となり、2009 年（平成 21 年）には「釧路市景観計画」を策定しました。今後は、「釧路

市景観計画」に基づく実効性ある施策を進め、多彩な景観資源を守り、育て、その価値を高めながら

将来世代へと引き継ぐことが重要となります。 

 

（２）目標と管理指標 

「良好な景観形成の推進」については、数値目標は設定しません。 

 

（３）施策の方向性（★印は重点的な取り組み） 

①良好な景観の形成 

景観法に基づく行為の届出の

受理 

▷ 景観法に基づく行為の届出を受け、景観形成基準に基づき良好

な景観形成を誘導します。 

景観形成推進区域の保全 ▷ 地域の景観特性を生かすため、景観形成推進区域の保全を図

り、周辺景観との調和を求めます。 

景観重要建造物、景観重要 

樹木の指定 

▷ 特徴的な外観を有し、地域のシンボルとなる建造物や樹木を指

定し、これらの良好な保全に努めます。 

景観づくりの普及、啓発 ▷ 景観づくりに関する普及、啓発活動を行い、景観に対する市民

意識の向上を図ります。 

 

（４）市民・事業者の取り組み 

市民 ▷ 景観への関心と理解を深めます。 

事業者 ▷ 建築物の設計や建設に際して、周辺景観との調和を図ります。 
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釧路市景観ギャラリー 



 

 

60 

住み良い生活環境の確保 関連する SDGs 目標 

 
６ ゆたかな緑とふれあえる水辺の確保 

 

 

（１）現状と課題 

本市の主な緑は、豊かな自然環境を有する森林や湿原、平野部の農地、自然と市街地を結ぶ河川、

そして市街地周辺の緑地から構成されています。 

これらの緑化を推進するため、公園・緑地の整備を行うとともに、市街地周辺に存在する本市の恵

まれた自然環境とのつながりにも配慮しながら、市民・事業者と連携協力した緑化活動などを進める

必要があります。 

 

（２）目標と管理指標 

本計画においては「ゆたかな緑とふれあえる水辺の確保」に関する目標値を設定しませんが、参考

までに「第２次釧路市緑の基本計画」における目標値を掲載します。 

 

（参考）「第２次釧路市緑の基本計画」における目標 

 基準年度 

2019 年度 

目標年度 

2040 年度 

都市公園区域における都市公園の面積 25 ㎡／人以上の維持保全 

市街化区域における都市公園の面積 175ha 178ha 

市民、事業者、行政の協働で維持管理する 

公園数 
延べ 126 箇所 延べ 132 箇所 

改修や更新を行う公園数 概ね 20 年間で１３０箇所 

 

（３）施策の方向性（★印は重点的な取り組み） 

①緑化による環境保全 

貴重な自然資源の維持保全の

継続 

▷ 釧路湿原や阿寒湖周辺の森林などを、周辺市町村や関係機関と

連携しながら維持保全に努めます。 

▷ 阿寒湖周辺を観光地として自然と身近にふれあえる環境を創

出します。 

▷ 阿寒・音別地域の大部分および釧路地域外縁部に見られる豊か

な森林資源や阿寒川、舌辛川、音別川などの河川環境を、動植

物の多様性に配慮しながら維持保全します。 

市街地の緑の保全 ▷ 新釧路川、釧路川、仁々志別川、阿寒川などの川沿いの緑を維持

保全します。 

▷ 春採湖や武佐の森緑地などの貴重な自然環境を維持保全します。 

▷ 既存の公園緑地などの適切な維持管理に努めるとともに、地域

住民と協力して行う花壇づくりなどの緑化活動を継続して行

います。 
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環境維持機能を持つ緑の保全 ▷ 釧路地域郊外にある国立公園地域界までの湿地帯において、

現況植生の維持について配慮します。 

▷ 「グリーンインフラ」に関する取り組みを進めます。 

 

②健康、レクリエーション機能の維持 

公園などの整備および効率的な

維持管理 

▷ 公園などを継続して整備するとともに、社会経済状況の変化

に対応した適正な公園配置を行います。 

▷ 多様な主体による管理体制の強化を図りながら、公園などの

効率的な維持管理を行います。 

▷ 身近な緑の拠点としての山花公園、釧路大規模運動公園およ

び阿寒丹頂の里、音別憩いの森などについて、利用者のニーズ

変化に対応した施設の管理運営に努めます。 

▷ 釧路川リバーサイド緑地や市街地郊外で自然とふれあえる緑

地など、市民に潤いを与える緑の保全に努めます。 

▷ 山花公園や仁々志別川の緑地などを結ぶレクリエーションネ

ットワークを形成する釧路阿寒自転車道の適切な維持管理を

図ります。 

▷ 既存の公園などの機能の集約や再編、長期未整備公園の廃止

を含めた見直しを検討します。 

親水性豊かな水辺の整備・ 

管理 

▷ 千代ノ浦マリンパークなど、地域特性を生かした親水性豊か

な水辺の整備・管理を進めます。 

 

（４）市民・事業者の取り組み 

市民 

▷ 「公園里親制度」を活用し、公園の清掃、草刈、花壇づくりなどに取り組みます。 

▷ 自宅の庭への植栽や、花壇づくりなど、身のまわりの緑を増やします。 

▷ 講習会や体験学習会に積極的に参加します。 

▷ 植樹育樹活動に参加します。 

事業者 

▷ 「公園里親制度」を活用し、公園の清掃、草刈、花壇づくりなどに取り組みます。 

▷ 事業所敷地の緑化に努め、周辺地域の美化を推進します。 

▷ 植樹育樹活動を実施・参加します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

「グリーンインフラ」はアメリカで発案された社会資本整備手法で、自然環境が有する多様な機能をインフラ

整備に活用するという考え方を基本としており、近年欧米を中心に取り組みが進められています。導入目的や対

象は、国際的に統一されておらず、非常に幅広いのが現状です。 

本市においては社会資本整備や土地利用などのハード・ソフト両面において、緑の多様な機能を活用するとと

もに、市街地の更新・公共施設の再編・⺠間開発などの際、市⺠・事業者・市が連携し、計画的に公園緑地など

を整備・誘導する形でグリーンインフラの取り組みを進めていきます。 

 

グリーンインフラの事例：気候変動への対応（ヒートアイランド対策）、雨水の貯留浸透、火災の延焼防止機能な

ど 

グリーンインフラ 
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環境教育・環境保全活動の推進 関連する SDGs 目標 

 
１ 環境教育・環境学習の推進 

 

 

（１）現状と課題 

環境問題を解決するためには、環境教育・環境学習の促進によって一人一人が環境への理解を

深め、市民生活や事業活動において環境に配慮した行動を実践することが何より重要です。 

本市では、将来地域の担い手となる小・中学生が良好な環境を保全するために行動できる力を

育むことを目的に、様々な環境教育や自然体験による学習を実施しているほか、市民、事業者の

環境保全意識の向上を図るための取り組みも実施しています。 

本市の良好な環境をこれからも保全していくためには、環境教育の一層の充実と一人一人の環

境保全意識向上への意識啓発強化を図る必要があります。 

 

（２）目標と管理指標 

 基準年度 

2019 年度 

目標年度 

2030 年度 

学校版環境ＩＳＯの実施割合 100％ 100％ 

 

（３）施策の方向性（★印は重点的な取り組み） 

①学校における環境教育の推進 

環境意識の向上★ ▷ 釧路市学校版環境 ISO による環境行動に取り組みます。 

▷ 校区や公園のごみ拾いによる環境美化活動を推進します。 

▷ 紙や牛乳パックなど、身近な資源物のリサイクル活動を推進しま

す。 

▷ 環境にやさしいエコ文具やリサイクル製品、パネル展示などのグリ

ーン購入の普及啓発を行います。 

環境学習の機会の確保 ▷ 環境関連の施設見学、自然体験を行う機会の確保に努めます。 

▷ 児童向けに地球温暖化とその対策について理解を深めるイベントの

実施に努めます。 

▷ 動物園や博物館、音別町体験学習センターにおける展示・体験内容の

充実を図ります。 

 

②環境保全意識の向上 

こどもエコクラブ活動の

普及 

▷ 小・中学生によるこどもエコクラブ活動を普及・支援します。 

環境学習への支援★ ▷ 環境学習会、自然観察会などの多様な機会の確保に努めます。 

▷ 環境関連イベントでの展示などによる普及啓発を行います。 

▷ 市職員を講師として派遣する出前講座を充実します。 

▷ 博物館などの社会教育施設で環境関連資料の収集、展示をします。 
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③環境情報の充実 

環境の現況や施策の公表 ▷ 環境の現況や施策の実施状況を「釧路市環境白書」に取りまとめて

公表します。 

環境情報の発信 ▷ 環境に関する情報を収集するとともに、広報紙やホームページなど、

さまざまな媒体を用いて分かりやすい環境情報の発信に努めます。 

 

（４）市民・事業者の取り組み 

市民 

▷ 環境学習会や自然観察会などに積極的に参加します。 

▷ 図書館などの社会教育施設で行う展示やイベントに参加します。 

▷ 「釧路市環境白書」などを活用し、環境への理解と関心を深めます。 

事業者 

▷ 研修などによる環境意識の向上に努めます。 

▷ 環境学習会などへの支援を行います。 

▷ 環境に関するイベントに参加します。 

 

 

  
 学校版環境ＩＳＯの取り組み 

子どもたちのさらなる環境意識の向上を図ることを目的とし、従来各学校で行われてきた環境に対する教育・

取り組みの中に、国際規格 ISO14001 の「計画」・「実施」・「点検」・「見直し」のサイクルを取り入れた「学校版環

境ＩＳＯ」を市内全小中学校で実施しています。各学校では子どもたちが主体となり、ごみの分別・減量、校内

外の清掃、花壇の整備などの取り組みを設定し実践しています。 
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環境教育・環境保全活動の推進 関連する SDGs 目標 

 
２ 環境保全活動の推進 

 

 

（１）現状と課題 

環境問題を解決するためには、市民参加を前提として、市・市民・事業者・市民団体などが相互に

連携を図り、広域的な取り組みを必要とする課題では近隣自治体や国・北海道などと連携して対処す

ることが重要です。 

このことから、本市では環境保全活動を担える人材を育成するために必要な支援を行うほか、環境

や廃棄物などに関する重要事項を審議する各種審議会への市民参加を促す一環として、委員の公募を

行っています。 

また、広域連携としては、釧路湿原や釧路川流域などの自然環境保全を目的とした協議会の運営や、

ごみの焼却処理に伴う環境負荷の削減を目的とした広域ごみ焼却施設の共同運営が行われています。 

今後は、本市の総合的な環境の向上を図るため、市民の自主的な環境保全や環境政策形成への活動

参加を促すとともに、関係機関と緊密に連携を図りながら地域が一体となった環境保全活動を推進す

る必要があります。 

 

（２）目標と管理指標 

「環境保全活動の推進」については、数値目標は設定しません。 

 

（３）施策の方向性（★印は重点的な取り組み） 

①協働による環境保全活動の推進 

環境政策形成への 

市民参画 

▷ 環境に関する各種審議会委員の公募などにより、市民の参画を促

進します。 

広域連携による施策の推進 ▷ 広域的な取り組みを必要とする施策などについて、近隣自治体・

広域連合・国・北海道などの関係機関と連携した取り組みを進め

ます。 

▷ 北海道などの関係機関と連携した取り組みを進めます。 

 

②市民などによる環境保全活動への支援 

環境保全活動への支援 ▷ 環境保全に関連する市民団体などの育成、支援を進めます。 

▷ 地域における環境保全活動への市民参加や協働の機会の充実を

図ります。 
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（４）市民・事業者の取り組み 

市民 
▷ 環境保全活動に積極的に参加します。 

▷ 環境施策に係る市民参画の機会に積極的に参加します。 

事業者 

▷ 地域との連携を深めるとともに、事業活動の特性や専門性を活かし、環境保全に

寄与するよう努めます。 

▷ 事業活動において、環境マネジメントシステムを導入するなど、効果的な環境保

全の取り組みに努めます。 

 

 

   

2018 年（平成 30 年）４月に閣議決定した国の第五次環境基本計画で提唱された 「地域循環共生圏」とは、各

地域が美しい自然景観などの地域資源を最大限活用しながら自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応

じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方です。 

出典：環境省 環境白書 

地域循環共生圏とは 
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計画の 

推進に向けて 
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第１節 計画の推進体制と進行管理 

 

１ 推進体制 

①釧路市環境対策推進会議 

市において、市役所各部各課が一体となって総合的・計画的に本計画の推進に取り組む必要が

あることから、「釧路市環境対策推進会議」を中心とし、関係各課間の調整を図ります。 

②釧路市環境審議会 

市民および有識者から構成される「釧路市環境審議会」は、本計画に関することや、環境の保

全および創造に関する基本的事項について調査・審議します。 

③市民参加 

環境基本計画の施策などを推進するにあたって、市民の理解や意見の反映に努めます。また、

市・市民・事業者が協働して、環境保全に関する取り組みを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 進行管理 

計画の進行管理はPlan（計画）、Do（実行）、Check（点検・評価）、Action（見直し）のPDCAサ

イクルで行います。 

 

P LAN（計画）  D O（実行）  C HECK（点検・評価） 

環境基本計画 施策の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A CTION（見直し）  

（必要に応じて） 

計画の見直し 
施策の見直し 

  

 

 

環
境
審
議
会 

 （意見） 

環境対策推進会議 

施策の実施状況の把握 

 

目標の達成状況の確認 

 

釧路市環境白書 

点検・評価結果の公表 

 

市民・事業者 

 

市 

釧路市環境対策推進会議 釧路市環境審議会 

意見 

諮問 

参画 

関係各課 

市長 

支援 

答申 

意見 

報告 

協働 
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第２節 各主体に求められる役割 

 

１ 市民・事業者 

 

ＰＬＡＮ 

（計画） 

▷ 市民・事業者は本計画に関心を持ち、計画策定のためのアンケートやパブリ

ックコメントなどをとおして計画づくりに参加します。 

ＤＯ 

（実行） 

▷ 本計画で示している市民・事業者の取り組みを参考にしながら、環境に配慮し

た活動に努めます。 

ＣＨＥＣＫ 

（点検・評価） 

▷ 市の発行する「釧路市環境白書」やホームページなどに目を通し、必要に応じ

て意見を述べます。 

 

２ 市 

 

ＰＬＡＮ 

（計画） 

▷ 市民・事業者の意見を十分に反映した計画を策定します。 

▷ 計画を見直した際は、その結果に基づき次年度以降の取り組みを検討します。 

ＤＯ 

（実行） 

▷ 市の推進する取り組みとして示したものについて積極的に実践します。 

▷ 重点的な取り組みとしているものは、優先的に推進します。 

ＣＨＥＣＫ 

（点検・評価） 

▷ 事務局および釧路市環境対策推進会議は、関係各課における施策の進捗状況を

取りまとめ、釧路市環境審議会に報告します。 

▷ 環境の状況や施策の進捗などをまとめた「釧路市環境白書」を発行し、ホー

ムページなどで公表します。 

ＡＣＴＩＯＮ 

（見直し） 

▷ 環境審議会の意見などを受け、必要に応じて本計画の見直しを行います。 

 

３ 釧路市環境審議会 

 

ＰＬＡＮ 

（計画） 

▷ 釧路市環境基本条例 第 32 条に基づき、審議会は市長の諮問に応じ、本計画

に関することについて調査審議します。 

ＤＯ 

（実行） 

▷ 各主体の取り組みを推進するための提案や助言を行います。 

ＣＨＥＣＫ 

（点検・評価） 

▷ 計画の進捗状況について確認し、意見を述べます。 
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１ 釧路市環境基本条例 

釧路市環境基本条例（平成17年10月11日 釧路市条例第128号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

釧路市は、広大な太平洋に臨み、タンチョウをはじめ数多くの野生生物が生息する国際的にも

貴重な釧路湿原などのすぐれた自然にいだかれ、そのかけがえのない環境から絶えることなく

豊かな恵みを受けつつ、今日まで発展してきた。 

一方、今日の私たちの社会は、豊かさや利便性が高まった反面、日常生活や経済活動等の人の

営みが拡大し、大量の資源やエネルギーが消費され、環境への負荷が増大し、その影響は地域の

環境のみならず、今や人類の生存基盤である地球環境全体に及ぶまでに至った。 

もとより、すべての市民は、環境からの恵沢を受け良好な環境の下に生活する権利を有してお

り、将来にわたりこの環境を健全で恵み豊かなものとして次の世代に引き継いでいくことは、私

たちの願いであり、また、責務でもある。 

このため、私たちは、地域の自然環境や生活環境を良好なものとするとともに、環境への負荷

を増大させている現在の経済社会構造のあり方や生活様式を見直し、かけがえのない地球に生

きるものの一員としての自覚の下に地球環境の保全に貢献していかなければならない。 

このような考え方に立って、市、事業者及び市民のすべてが、環境の問題を自らの課題として

認識し、それぞれの責任の下に相互に連携しながら役割を果たしていくことにより、環境への負

荷を低減するとともに、循環を基調とした持続的発展が可能な社会をつくるため、釧路市環境基

本条例を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、良好な環境の保全並びに快適な環境の

維持及び創造（以下「環境の保全及び創造」という。）につ

いて、基本理念を定め、並びに市、事業者及び市民の責務

を明らかにするとともに、施策の基本となる事項を定める

ことにより、その施策を総合的かつ計画的に推進し、もっ

て現在及び将来の市民が健康で文化的な生活を営むうえで

必要とする良好な環境を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「環境への負荷」とは、人の活動

により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支

障の原因となるおそれのあるものをいう。 

２ この条例において「地球環境保全」とは、人の活動によ

る地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、海洋の汚

染、野生生物の種の減少その他の地球の全体又はその広範

な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であ

って、人類の福祉に貢献するとともに市民の健康で文化的

な生活の確保に寄与するものをいう。 

３ この条例において「公害」とは、環境の保全上の支障の

うち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲

にわたる大気の汚染、水質の汚濁（水質以外の水の状態又

は水底の底質が悪化することを含む。）、土壌の汚染、騒音

、振動、地盤の沈下（鉱物の掘採のための土地の掘削によ

るものを除く。）及び悪臭によって、人の健康又は生活環

境（人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密

接な関係のある動植物及びその生育環境を含む。以下同じ

。）に係る被害が生ずることをいう。 

（基本理念） 

第３条 環境の保全及び創造は、市民が健康で文化的な生活

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第６条） 

第２章 環境の保全及び創造に関する基本方針等（第７条―第９条） 

第３章 環境の保全及び創造に関する基本的施策（第１０条―第２９条） 

第４章 地球環境保全及び国際協力（第３０条・第３１条） 

第５章 環境審議会（第３２条） 

附則 
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を営むうえで必要とする健全で恵み豊かな環境を確保し、

これを将来の世代へ継承していくことを目的として行われ

なければならない。 

２ 環境の保全及び創造は、市、事業者及び市民のすべての

者がそれぞれの責任を認識し、公平な役割分担の下、自主

的かつ相互に連携協力して推進されなければならない。 

３ 環境の保全及び創造は、人と自然が共生し、循環を基調

とした環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会が実

現されるように行われなければならない。 

４ 地球環境保全は、人類共通の課題であるとともに、市民

の健康で文化的な生活を将来にわたって確保するうえで重

要であることから、すべての者が自らの課題であることを

認識し、日常生活及び事業活動において積極的に推進され

なければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、市民の意見を適切に反映して、環境の保全及

び創造に関する総合的かつ計画的な施策を策定し、及び実

施しなければならない。 

２ 市は、自ら率先して環境への負荷の低減に努めなければ

ならない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、これ

に伴って生ずる公害を防止し、又は自然環境を適正に保全

するために必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、環境の保全上の支障を防止するため、物の製

造、加工又は販売その他の事業活動を行うに当たって、そ

の事業活動に係る製品その他の物が使用され、又は廃棄さ

れることによる環境への負荷の低減に努めるとともに、廃

棄物となった場合に適正な処理が図られるように必要な措

置を講じなければならない。 

３ 事業者は、環境の保全上の支障を防止するため、その事

業活動において再生資源その他の環境への負荷の低減に資

する原材料、役務等を利用するように努めなければならな

い。 

４ 前３項に定めるもののほか、事業者は、その事業活動に

関し、環境に与える影響を認識し、自ら環境への負荷の低

減に努めるとともに、市が実施する環境の保全及び創造に

関する施策に協力しなければならない。 

（市民の責務） 

第６条 市民は、環境の保全上の支障を防止するため、その

日常生活において、廃棄物の適正処理及び排出の抑制、資

源やエネルギーの節減及び環境への負荷の低減に資する製

品等の利用に努めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、市民は、その日常生活におい

て、環境に与える影響を認識し、自ら環境への負荷の低減

に努めるとともに、市が実施する環境の保全及び創造に関

する施策に協力しなければならない。 

 

第２章 環境の保全及び創造に関する基本方針等 

（施策の基本方針） 

第７条 市は、基本理念にのっとり、次に掲げる基本方針に

基づく環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するものとする。 

(1) 人の健康の保護及び生活環境の保全を図るため、大気、

水、土壌等を良好な状態に保持すること。 

(2) 人と自然との共生を図るため、生物の多様性を保全する

とともに、湿原、水辺地等多様な自然環境を適正に保全す

ること。 

(3) 地域の特性を生かした良好な景観の形成、歴史的文化的

遺産の保全等により、潤い、ゆとり、安らぎ等心の豊かさ

が感じられる環境を確保すること。 

(4) 廃棄物の発生の抑制及び適正な処理、資源の循環的利用

並びにエネルギーの有効利用等により、環境への負荷の少

ない循環型社会の構築を図ること。 

(5) 地球環境保全のため、地域における環境への負荷 

の低減を進めるとともに、国際協力を推進すること。 

（環境基本計画） 

第８条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するため、環境の保全及び創造に関する

基本的な計画（以下「環境基本計画」という。）を策定しな

ければならない。 

２ 環境基本計画は、環境の保全及び創造に関する長期的な

目標及び施策の大綱その他必要な事項について定めるもの

とする。 

３ 市長は、環境基本計画を策定するに当たっては、市民の

意見を適切に反映するとともに、釧路市環境審議会の意見

を聴かなければならない。 

４ 市長は、環境基本計画を策定したときは、速やかに、こ

れを公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

（釧路市環境白書） 

第９条 市長は、毎年、環境の現況及び環境の保全及び創造

に関する施策の実施状況等を明らかにするため、釧路市環

境白書を作成し、公表しなければならない。 

 

第３章 環境の保全及び創造に関する基本的施策 

（市の事業に係る環境への配慮） 

第１０条 市は、環境に影響を及ぼすと認められる施策を策

定し、及び実施に当たっては、環境への負荷が低減される

よう、十分に配慮するものとする。 

（規制の措置） 

第１１条 市は、環境の保全上の支障を防止するため、必要

な規制の措置を講ずるものとする。 
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（経済的措置） 

第１２条 市は、市民及び事業者が環境の保全及び創造に資

する措置をとることを促進するため必要があるときは、適

正な助成その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 市は、環境への負荷の低減を図るため、特に必要がある

ときは、市民又は事業者に適正な経済的負担を求める措置

を講ずるものとする。 

（環境影響評価） 

第１３条 市は、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事

業を行おうとする者が、あらかじめその事業に係る環境へ

の影響について自ら適正に調査、予測及び評価を行い、そ

の結果に基づき、その事業に係る環境の保全について適正

に配慮することを推進するため、必要な措置を講ずるもの

とする。 

（環境の保全及び創造に資する施設の整備等） 

第１４条 市は、廃棄物処理施設、下水道その他の環境の保

全上の支障を防止するための施設の整備を推進するように

努めるものとする。 

２ 市は、公園、緑地等の公共的施設の整備その他の快適な

環境の維持及び創造に資する事業を推進するように努める

ものとする。 

（市民及び事業者の活動の促進） 

第１５条 市は、市民及び事業者が自発的に行う環境の保全

及び創造に関する活動を促進するため、必要な措置を講ず

るものとする。 

（環境教育及び学習の推進） 

第１６条 市は、市民及び事業者が環境の保全及び創造につ

いての理解を深め、自発的に活動することを促進するため

、環境の保全及び創造に関する教育及び学習（以下「環境

教育及び学習」という。）の推進に努めるものとする。 

２ 前項の場合において、市は、特に将来を担う世代につい

て、積極的に環境教育及び学習を推進するように努めるも

のとする。 

（情報の収集及び提供） 

第１７条 市は、市民及び事業者の自発的な活動の促進並び

に環境教育及び学習の推進に資するため、環境の保全及び

創造に関する情報を収集し、これを適切に提供するように

努めるものとする。 

（調査研究の実施） 

第１８条 市は、環境に関する現状を把握し、環境の保全及

び創造に関する施策を推進するため、必要な調査研究の実

施及びその成果の活用に努めるものとする。 

（監視等の体制整備） 

第１９条 市は、環境に関する現状を把握し、環境の保全及

び創造に関する施策を適正に実施するため、必要な監視、

測定及び検査等の体制の整備に努めるものとする。 

 

 

（自然環境の保全） 

第２０条 市は、タンチョウ、シマフクロウその他野生生物

の保護管理並びに釧路湿原、春採湖をはじめとする湿原、

森林、水辺地その他の多様な自然環境の保全及び適正な利

用の促進が図られるように努めるものとする。 

（公害の防止） 

第２１条 市は、市民の健康の保護及び生活環境の保全が図

られるよう、公害を防止するために必要な措置を講ずるも

のとする。 

（快適な都市空間の形成） 

第２２条 市は、安らぎと潤いのある快適な都市空間の形成

を図るため、歴史的文化的遺産の保全及び水辺の整備等必

要な措置を講ずるものとする。 

（良好な景観の形成） 

第２３条 市は、自然と調和した、地域の特性を生かした良好な

景観を形成するために必要な措置を講ずるものとする。 

（緑化の推進） 

第２４条 市は、緑豊かな生活環境の確保が図られるよう、

緑化を推進するために必要な措置を講ずるものとする。 

（都市美化の推進） 

第２５条 市は、ごみの投棄や散乱の防止等都市美化を推進

するために必要な措置を講ずるものとする。 

（廃棄物の発生の抑制及び資源の循環的利用等の推進） 

第２６条 市は、環境への負荷の低減を図るため、市民及び

事業者による廃棄物の発生の抑制及び適正処理、資源の循

環的利用並びにエネルギーの有効利用が促進されるように

必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は、環境への負荷の低減を図るため、市の施設の建設

及び維持管理その他の事業の実施に当たっては、廃棄物の

発生の抑制及び適正処理、資源の循環的利用並びにエネル

ギーの有効利用に努めるものとする。 

３ 市は、環境への負荷の低減に資する製品等の利用が促進

されるように努めるものとする。 

（国及び他の地方公共団体等との連携協力） 

第２７条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を推進す

るに当たり、国、他の地方公共団体等との連携協力に努め

るものとする。 

２ 前項の場合において、市は、釧路湿原の保全等特に広域

的に取り組む必要があるときは、関係する地方公共団体等

との連携協力に努めるものとする。 

（施策の推進体制の整備） 

第２８条 市は、その機関相互の施策の調整を図り、環境の

保全及び創造に関する施策を総合的に推進するための体制

を整備するものとする。 

（財政上の措置） 

第２９条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を推進す

るため、必要な財政上の措置を講ずるように努めるものと

する。 
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第４章 地球環境保全及び国際協力 

（地球環境保全の推進） 

第３０条 市は、地球環境保全に資するため、地球温暖化の

防止、生物の多様性の保全等に関する施策の積極的な推進

に努めるものとする。 

（国際協力の推進） 

第３１条 市は、国及び他の地方公共団体等と連携し、地球

環境保全に関する国際協力の推進に努めるものとする。 

２ 市は、特に自然環境保全に関し、国際機関、国及び他の

地方公共団体その他関係する団体等と連携して、情報交換

、調査研究及び人材交流等を行うことにより国際協力の推

進が図られるように努めるものとする。 

 

第５章 環境審議会 

（釧路市環境審議会） 

第３２条 環境の保全及び創造に関する基本的事項を調査審

議するため、釧路市環境審議会（以下「審議会」という。）

を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審

議する。 

(1) 環境基本計画に関すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する

基本的事項 

３ 審議会は、市長が委嘱し、又は任命する委員１８人以内

をもって組織する。 

４ 委員の任期は、２年とし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 特別の事項を調査審議するために必要があるときは、審

議会に臨時委員を置くことができる。 

６ 専門の事項を調査させるため必要があるときは、審議会

に調査委員を置くことができる。 

７ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関

し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成１７年１０月１１日から施行する。 
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２ 策定および改定経過 

 

2019年(令和元年)６月11日 

 

令和元年度第１回釧路市環境審議会 

・第２次釧路市環境基本計画の策定について 

2019年(令和元年)７月３日 令和元年度第１回釧路市環境対策推進会議 

・第２次釧路市環境基本計画の策定について 

2019年(令和元年)９月26日 令和元年度第１回環境基本計画専門部会 

・第２次釧路市環境基本計画の策定について 

・市民・事業者アンケートについて 

2019 年(令和元年)10 月 8 日 令和元年度第２回釧路市環境審議会 

・市民・事業者アンケートについて 

2019 年(令和元年)11 月 29 日 

      ～同年 12 月 30 日 

市民・事業者アンケート調査実施 

・市民アンケート回答率  37.4％ 

・事業者アンケート回答率 30.2％ 

2020 年(令和２年)７月１日 令和２年度第１回釧路市環境審議会 

・市民・事業者アンケートの結果報告について 

・第２次釧路市環境基本計画の骨子について 

2020 年(令和２年)８月 17 日 令和２年度第１回環境基本計画専門部会 

・市民・事業者アンケートの結果報告について 

・第２次釧路市環境基本計画の骨子について 

2020 年(令和２年)８月 19 日 令和２年度第１回釧路市環境対策推進会議 

・第２次釧路市環境基本計画の骨子について 

2020 年(令和２年)10 月 15 日 令和２年度第２回環境基本計画専門部会 

・第２次釧路市環境基本計画たたき台について 

2020 年(令和２年)11 月５日 令和２年度第２回釧路市環境審議会 

・第２次釧路市環境基本計画の素案（案）について 

2020 年(令和２年)11 月 17 日 令和２年度第２回釧路市環境対策推進会議 

・第２次釧路市環境基本計画の素案（案）について 

2020 年(令和２年)12 月 23 日 

～2021 年(令和３年)１月 22 日 

パブリックコメント実施 

・第２次釧路市環境基本計画の素案について 

2021 年(令和３年)２月 10 日 釧路市環境審議会に諮問 

・第２次釧路市環境基本計画（案）について 

2021 年(令和３年)２月 24 日 釧路市環境審議会からの答申 

・第２次釧路市環境基本計画（案）について 

2021 年(令和３年)３月 26 日 第２次釧路市環境基本計画策定 

2023 年(令和５年)５月 19 日 令和５年度第１回釧路市環境対策推進会議 

・第２次釧路市環境基本計画の改定について 

2023 年(令和５年)６月２日 令和５年度第１回釧路市環境審議会 

・第２次釧路市環境基本計画の改定について 

2023 年(令和５年)10 月 12 日 令和５年度第１回環境基本計画専門部会 

・第２次釧路市環境基本計画改定版たたき台について 

2023 年(令和５年)11 月７日 令和５年度第２回釧路市環境審議会 

・第２次釧路市環境基本計画改定版の素案について諮問 

2023 年(令和５年)11 月 27 日 令和５年度第２回釧路市環境対策推進会議 

・第２次釧路市環境基本計画改定版の素案について 

2023 年(令和５年)12 月 日（予定） 

～2024 年(令和６年) 月  日 

パブリックコメント実施 

・第２次釧路市環境基本計画改定版の素案について 

2024 年(令和６年) 月  日  

2024 年(令和６年) 月  日  

2024 年(令和６年) 月  日  
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３ 釧路市環境審議会名簿 

 

氏 名 所 属 お よ び 役 職 など 

神 田 房 行 北方環境研究所所長 

伊 原 禎 雄 国立大学法人北海道教育大学釧路校教授 

浦 家 淳 博 国立高等専門学校機構釧路工業高等専門学校教授 

佐 藤 彰 治 国立高等専門学校機構釧路工業高等専門学校教授 

神 野 照 敏 釧路公立大学教授 

伊 藤 明日佳 弁護士法人笠井・伊藤法律事務所弁護士 

藤 原  厚 環境カウンセラー 

岡 野 隆 宏 環境省北海道地方環境事務所釧路自然環境事務所所長 

杉 山 誠 一 北海道釧路総合振興局くらし・子育て担当部長 

淀 川 了 一 春採湖の会会長 

大 西 英 一 釧路自然保護協会副会長 

板  明 子 釧路市連合町内会副会長 

新井田 利 光 一般財団法人前田一歩園財団理事長 

舘  郁 代 釧路家庭生活カウンセラークラブ副会長 

西 村 智 久 釧路商工会議所都市イメージアップ委員会委員長 

穂 積 貴美子 釧路市女性団体連絡協議会副会長 

片 岡 義 男 市民公募 

渡 邊 政 之 市民公募 

（令和５年９月現在） 
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４ 諮問・答申 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

釧路市環境審議会による諮問等を経た後、

諮問書および答申書を掲載予定 
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５ 用語集 

あ行 

アスベスト（石綿） 

アスベストは天然に存在する繊維状の鉱物。耐火性、

断熱性などに優れているため、暖房パイプの被覆、建築

材など広く利用されていた。繊維が肺に突き刺さったり

すると肺がんや中皮腫の原因になることが明らかにな

り、日本では、大気汚染防止法により 1989 年（平成

元年）に「特定粉じん」に指定され、現在は使用などが

禁止されている。 

 

 

か行 

海洋プラスチックごみ問題 

海洋に流出したプラスチックごみが世界的な課題と

なっており、生態系を含めた海洋環境の悪化や海岸機能

の低下、景観への悪影響、船舶航行の障害、漁業や観光

への影響など、様々な問題を引き起こしている。 

陸でのポイ捨て、屋外に放置されたままの不適正な管

理などにより、雨や風によって河川を通じて海に入るこ

とが主な原因である。環境省発行の令和２年環境白書に

よると、世界全体で毎年約 800 万トンのプラスチック

ごみが海洋に流出しているとの報告があり、2050年に

は海洋中のプラスチックごみの重量が魚の重量を超え

ると試算されている。 

 

 

合併処理浄化槽 
し尿や雑排水を微生物の力で処理する設備。し尿のみ

を処理するものを単独浄化槽というのに対し、し尿と雑

排水を合わせて処理するものを合併処理浄化槽という。 

 

 

環境基準 

環境基本法により定められている、大気汚染や水質汚

濁、土壌汚染、騒音などに係る環境上の条件について、

それぞれ人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維

持されることが望ましいとされる基準。 

 

 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC） 
地球温暖化の予測、影響、対策などについて科学的・

技術的な観点から最新の知見をまとめ、地球温暖化に対

応する政策決定に科学的な基盤を与えることを目的と

して、国連環境計画（UNEP）および世界気象機関（WMO）

が共催して 1989 年（平成元年）に設置された国際機

関。 

 

 

釧路市地球温暖化対策地域協議会 

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、2011

年（平成 23 年）３月に策定された「釧路市地球温暖化

対策地域推進計画」の取り組みを市民・事業者・市が協

力して、推進することを目的として設置。日常生活や事

業活動で発生する温室効果ガスの排出の抑制について

の情報交換や啓発活動を行う。 

 
 

釧路市都市計画マスタープラン 

市町村が創意工夫のもとに、住民の意見を反映させ、

都市づくりの具体性ある将来ビジョンを確立し、あるべ

き市街地像、整備課題に応じた整備方針、都市生活、経

済活動を支える諸施設の計画などをきめ細かく、かつ総

合的に定める都市計画の方針を示す行政計画。釧路市で

は、2001 年（平成 13 年）に策定され、2021 年（令

和３年）３月に第２次釧路市都市計画マスタープランを

策定。 

 
 

釧路市まちづくり基本構想 

まちづくりを進めていくために策定した本市の個別

計画や施策の最上位となる指針。釧路市まちづくり基本

条例第 23 条に基づき 2018 年(平成 30 年) ３月に策

定。計画期間は 2018 年度(平成 30 年度)から 2027

年度(令和９年度)。 

 
 

釧路市緑の基本計画 

良好な都市環境の形成を図り、市民の健康で文化的な

都市生活を確保することを目的に、緑地の適正な保全お

よび緑化の推進に係る取り組みを総合的かつ計画的に

実施するための施策や方針を定める行政計画。2001年

（平成 13 年）に策定され、2021 年（令和３年）３月

に第２次釧路市緑の基本計画を策定。 

 
 

釧路市みんなできれいな街にする条例 

清潔で住み良いまちづくりを目的として、2005 年

（平成 17 年）に制定。空き缶などおよび吸い殻などの

ごみの散乱の防止に市・市民・事業者および土地所有者

が一体となって、推進するための必要な事項を定めてい

る。 

 
 

グリーン購入 

エコマーク商品など環境に与える負荷ができるだけ

小さい製品を優先的に購入する取り組み。国では「国等

による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリー

ン購入法）」を制定し、国や地方自治体などでのグリー

ン購入の推進を図っている。 
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広域連合 

複数の市町村が行政サービスの一部を共同で行うこ

とを目的として組織する特別地方公共団体の一つ。釧路

管内では、管内６市町村で構成する釧路広域連合が釧路

市高山の清掃工場において、共同で可燃ごみの焼却処理

を行っている。 

 

 

公園里親制度 

公園の美化および保全などのため、ボランティアで活

動を行う団体を公園の里親とし、その活動を円滑に推進

することを目的とする釧路市独自の制度。平成 13 年度

より釧路市内の町内会、愛護会および民間事業者（市外

も可）など、公園の美化活動などを行っている、または

行おうとする団体を対象に、市が草刈り機材などの貸し

出しを行っている。 

 

 

公害防止協定 
地方公共団体と企業、住民団体と企業などの間で公害

防止のために必要な措置を、相互の合意形成により取り

決めるもの。地域の特殊性に応じた有効な公害規制を弾

力的に実施するのに適するため、法律や条例の規制と並

ぶ有力な公害防止対策上の手段として広く利用されて

いる。 

 

 

こどもエコクラブ 
幼児から高校生までなら誰でも参加できる環境活動

のクラブ。こどもエコクラブに参加し、様々な環境学習・

活動を通して、環境を大切にする心と行動力を育むこと

を目的としている。 

 

 

さ行 

準用河川 

河川法における一級河川および二級河川以外の「法定

外河川」のうち、市町村が指定し管理する河川。河川法

に基づき、二級河川の規定が準用される。釧路市では、

星が浦川、武佐川、風連別川が準用河川に指定されてい

る。尚、市町村が指定し管理する普通河川は、河川法の

適用外である。 

 

 

食品ロス 

売れ残りや消費期限切れ、食べ残しなどで本来は食べ

られる食品が廃棄されること。生産や加工、流通や販売、

家庭での消費などの段階で発生している。食品ロス量が

多いと、ごみ処理に多額のコストがかかり、また可燃ご

みとして燃やすことで、CO2（二酸化炭素）排出や焼却

後の灰の埋め立てなどによる環境負荷が懸念される。 

 

 

 

生物化学的酸素要求量（BOD） 

水中の有機物がバクテリアによって分解される時に

必要な酸素の量。河川の汚濁を測る指標で、BOD 値が

高いほど汚濁度が高い。 

 

 

た行 

地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法） 

1997 年（平成９年）に京都で開催された「国連機気

候変動枠組条約第３回締約国会議（COP3）」での京都

議定書の採択を受け、国・地方公共団体・事業者・国民

が一体となって地球温暖化対策に取り組むための枠組

みを定めた法律。 

 

 

中間処理施設 

ごみの体積と重量を減らして、最終処分場への負担を

減らすため、収集したごみの焼却、下水汚泥の脱水、不

燃ごみの選別などを行う処理施設。鉄や小型家電など再

資源として利用できるものを選別回収し、有効利用する

役割もある。 

 

 

鳥獣保護区 

「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する

法律（鳥獣保護管理法）」により、鳥獣の保護繁殖を図る

ことを目的として定められる区域。同区域内での狩猟は

禁止される。特に重要な区域は特別保護地区として指定

され、一定の開発行為が規制される。 

 

 

特定外来生物 

外来生物のうち、特に生態系などへの被害が認められ

るものとして、2005 年（平成 17 年）に施行された外

来生物法によって規定された生物。特定外来生物に指定

されると、ペットも含めて、飼育、栽培、保管または運

搬、譲渡、輸入、野外への放出などが禁止される。 

 

 

特定建設作業 
「騒音規制法」および「振動規制法」の規制対象にな

っている作業で、建設作業として行われる作業のうち、

くい打機やびょう打ち機、さく岩機、ブレーカーを使用

する作業など著しい騒音と振動を発生する作業。 
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は行 

微小粒子状物質（PM2.5） 

大気中に浮遊している粒径 2.5 マイクロメートル

（100 万分の１メートル）以下の粒子。PM2.5 は非常

に小さいため（髪の毛の太さの 30 分の１程度）、肺の

奥深くまで入りやすく、呼吸器系・循環器系への影響が

懸念されている。 

 

 

パリ協定 

京都議定書に代わる 2020 年以降の温室効果ガス排

出削減などのための新たな国際枠組み。気候変動枠組条

約に加盟する全 196 カ国すべてが参加する形で、

2015 年（平成 27 年）12 月にフランスのパリで採択

され、2016 年（平成 28 年）11 月に発効された。こ

の協定では、すべての国が５年ごとに削減目標を作成し

提出することが義務付けられ、日本は 2015 年（平成

27 年）に 2030 年度に、2013 年度比で、温室効果

ガス排出量を 26％削減する目標を決定し、国連に提出。

2021 年（令和３年）には、2030 年度に、2013 年

度比で、温室効果ガス排出量を 46％削減する目標を決

定し、国連に提出している。 

 

 

英数 

ISO14001（環境マネジメントシステム） 
国際標準化機構（ISO）が定めた環境マネジメントシ

ステムに関する国際規格。事業活動による環境負荷の低

減を目指すための環境管理の仕組み。PDCA サイクル

による継続的な改善が基本となる。 

 

 

PDCA サイクル 
物事を管理し改善していくための手法のひとつ。

Plan(計画の策定)、Do（施策の実施）、Check（計画の

評価・検証）、Action（計画の改善）の４つのサイクル

を繰り返し行うことで、継続的に管理業務を改善してい

く手法をいう。 
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６ 目標と管理指標一覧 

 

項 目 基準値 実績 目標値 

二酸化炭素排出量削減率 

（2013 年度比） 

10.0％ 

（2018 年度） 

21.7％ 

（2020 年度） 

48％ 

（2030 年度） 

市の事務事業における温室効果ガス削減率 

（2013 年度比） 

16.3％ 

（2019 年度） 

21.2％ 

（2022 年度） 

50％以上 

（2030 年度） 

ごみ排出量 
68,857 トン 

（2019 年度） 

65,105 トン 

（2022 年度） 

62,597 トン 

（2030 年度） 

市民ひとり 1 日あたりの家庭系廃棄ごみ量 
568 グラム 

（2019 年度） 

58２グラム 

（2022 年度） 

543 グラム 

（2030 年度） 

リサイクル率 
19.87％ 

（2019 年度） 

20.67％ 

（2022 年度） 

26.80％ 

（2030 年度） 

埋め立て処分量 
10,812 トン 

（2017 年度） 

10,723 トン 

（2021 年度） 

9,605 トン 

（2030 年度） 

大気汚染に係る環境基準達成率 
100％ 

（2019 年度） 

100％ 

（2022 年度） 

100％ 

（2030 年度） 

河川の水質汚濁に係る環境基準（ＢＯＤ） 

達成率 

100％ 

（2019 年度） 

100％ 

（2022 年度） 

100％ 

（2030 年度） 

生活排水処理率 
94.5％ 

（2019 年度） 

94.7％ 

（2022 年度） 

94.9％ 

（2030 年度） 

一般地域における騒音に係る環境基準の 

達成率 

100％ 

（2019 年度） 

100％ 

（2022 年度） 

100％ 

（2030 年度） 

自動車騒音に係る環境基準達成率 

（昼夜とも達成） 

98.0％ 

（2019 年度） 

99.6％ 

（2022 年度） 

100％ 

（2030 年度） 

学校版環境ＩＳＯの実施割合 
100％ 

（2019 年度） 

100％ 

（2022 年度） 

100％ 

（2030 年度） 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２次釧路市環境基本計画 改定版 

２０２４年（令和６年） 月発行 

 

編集・発行 釧路市市⺠環境部環境保全課 

〒０８５－８５０５ 釧路市黒金町７丁目５番地 

ＴＥＬ ０１５４－３１－４５３５ 

ＦＡＸ ０１５４－２３－４６５１ 

e-mail ka-kankyoukanri@city.kushiro.lg.jp 

ホームページURL https://www.city.kushiro.lg.jp/ 

 

 

  



 

 

 

  



 

 

 


